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はじめに
　国土交通省は、東日本大震災を契機としたエネルギー

制約や人口減少・少子高齢化等の課題に対応するため、

持続可能で活力ある国土・地域づくりに向けた取り組み

を推進しています。

　経済成長を通じた日本再生の実現、革新的なエネルギ

ー・環境政策の推進に当たり、国土交通省では、交通部

門や民生部門の対策を所管する省庁として、率先して省

エネ・CO2 排出削減に努めていきたいと考えており、「超

小型モビリティの導入促進」は、その野心的取り組みの

１つとして、「日本再興戦略」（平成 25 年６月 14 日閣議

決定）の「新しい日本のための優先課題推進枠」におい

て平成 26 年度予算を要求しております。

超小型モビリティとは
　超小型モビリティとは、従来の自動車よりコンパクト

で、地域の手軽な移動の足となる１人～２人乗り程度の

車両であり、交通の抜本的な省 CO2 化・省エネルギー

化に資するとともに、高齢者を含むあらゆる世代に新た

な地域の手軽な足を提供し、生活・移動の質の向上をも

たらす、省エネ・少子高齢化時代の「新たなカテゴリー」

の乗り物です。

　超小型モビリティは、交通の抜本的な省エネ化に貢献

するだけではなく、新たなカテゴリーの乗り物として、

自動車市場に新たな需要を生み出す可能性があります。
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さらに、超小型モビリティは、発展著しい情報通信技術

などと連携した新たなサービスを生み出すことで、新し

い成長分野を創出する可能性も有しています。

また、コンパクトで小回りが利く特徴を活かせば、買い

物や送迎などの日常生活の中で、子育て世代や高齢者の

移動の支援や、観光地の振興等が図られる効果も期待さ

れています。（図 1）

導入の背景と省CO2・
省エネルギー効果

　現在、日本の CO2 排出量の約２割が運輸部門から排

出されており、そのうち約９割が自動車から発生してい

ます。（図２）

　このため、自動車・交通分野の省 CO2 化や省エネル

ギー化は、政府のエネルギー・環境戦略上、極めて重要

な柱となっており、特に「次世代自動車」の開発・普及

の促進は、日本再興戦略においても、「戦略市場創造プ

ラン」の４つの柱の一つの「クリーン・経済的なエネル

ギー需給の実現」の中に位置付けられています。

　中長期的に、自動車の省 CO2 化や省エネルギー化を

実現するためには、エネルギーの使用の合理化に関する

法律によるトップランナー基準を活用した野心的な燃費

基準の策定等を実施していますが、内燃機関等を使用し

た自動車に対する徹底した燃費改善を促すだけではなく、

走行時に CO2 を排出せず、エネルギー効率が著しく高

い、電気自動車の効果的普及を図ることが必要です。

3

超小型モビリティの導入

超小型モビリティの導入促進に向けて

国土交通省自動車局環境政策課
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いて乗車人数は１人か２人程度となっています。また、

約６割が 10㎞以内の移動となっています。このような

利用実態を踏まえれば、大幅にコンパクト・軽量で、１

人から２人での移動に最適な「新しいカテゴリー」の乗

り物があれば、移動の自由や経済活動を損なうことなく、

抜本的な省 CO2 化・省エネルギー化が実現できること

になります。（図３）

　このように電気自動車の弱点を克服し、自動車の利用

実態にジャストフィットした「新たなカテゴリーの乗り

物」の市場を創出しようというのが、超小型モビリティ

のコンセプトであり、自動車産業に創造的イノベーショ

ンを生み出しながら、運輸部門の抜本的な省 CO2 化・

省エネルギー化に取り組んでいこうという、国土交通省

の野心的な取り組みです。

　電気自動車の効果的普及を図るためには、その固有の

価値―走行時に CO2 や大気汚染物質を排出しないこと、

エンジン音がなく静かであること、大容量の蓄電池を搭

載しており非常用電源として活用できること等―を上手

く活用し、その導入事例を広く知って頂くことが不可欠

です。このため、「地域交通のグリーン化を通じた電気

自動車の加速度的普及促進」事業として、地域や自動車

運送事業者等による電気自動車（バス、タクシー及びト

ラック）の集中的導入であって、他の地域や事業者等に

よる導入を誘発・促進するような先駆的取組みについて、

重点的な支援を行っております。

　しかし、重量の重い通常の自動車を、現在実用化され

ている蓄電池で動かすには、航続距離等に一定の制約が

あるのも事実です。現在、航続距離を延ばすべくリチウ

ムイオン蓄電池の性能向上について、官民挙げて研究開

発に努力しているところですが、充電時間や、重量の増

加といった問題の解決には時間がかかります。

　現在の電気自動車には技術的制約がありますが、今日

の自動車利用の実態を見てみると、ほとんどの利用にお

図３
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国に到来する時代に向け、課題先進国である日本が、超

小型モビリティなど創造的イノベーションによるソリュ

ーションを確立し、新たな需要創出により新興国の成長

力を取り込み、低迷している国内自動車市場を活性化し

ながら、次世代標準を先取りすることで、未来の国際競

争力にしていくことは、日本経済の再生を実現する上で、

非常に重要であると考えています。

超小型モビリティによる観光振興・
高齢者／子育て世代支援

　超小型モビリティは、省 CO2 化・省エネルギー化や

新たな市場創出といった効果に留まらず、高齢者や子育

て層の移動支援、観光振興など多くの社会的便益を生み

出すことが期待されています。国土交通省が平成 23 年

度までに行った実証実験によれば、日常生活等に手軽で

取り回しのし易い、新たな交通手段を提供することによ

り、観光地では、来訪者の立寄り先の増加や、新たな観

光資源の発掘等を通じた観光振興等の効果が確認されま

5

世界に広がる超小型モビリティ市場

　世界に目を向けてみますと、新興国を中心に続く経済

成長のもと、今後、世界のエネルギー需要は急増するこ

とが予想されており、エネルギーの需給バランスがひっ

迫するおそれがあります。さらに世界の自動車保有台数

も急速に増える事が見込まれており、欧州のみならずア

ジア市場においても、燃費規制など強力な省エネルギー

政策が急速に進捗しつつあります。

　また、日本に続き、中国や韓国など世界各国に急速な

少子高齢化の波が到来する見通しであり、高齢者にとっ

て取り回しがし易く、品質・安全性の高い超小型モビリ

ティの需要が世界各国において急速に高まる可能性があ

ります。

　こうした背景から、従来存在しなかった超小型モビリ

ティの市場が、諸外国で爆発的に伸長し、電気自動車の

主要市場として急速に成長するとの予測も出ております。

（図４）

　このように省エネ化の圧力や少子高齢化の波が世界各

4
図４　
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には、車両区分や安全基準、検査・登録、免許、保険、

駐車場など、自動車に関わる多くの関連制度について、

様々な検討を行う必要があります。

　国土交通省としては、様々な可能性のある新しいカテ

ゴリーの乗り物について、あらかじめ車の規格や様々な

関連制度を決めるのではなく、これらを市場に試行導入

し成功事例を創出し、広範な国民理解を醸成する中で、

そのような新しいカテゴリーの乗り物の在り方について

広く議論されそのあり方を検討していくことが重要であ

ると考えています。

　超小型モビリティについては、これまでの法令では軽

自動車に区分されており、高速道路を含む、あらゆる走

行環境を想定した基準を満たす必要があり、公道走行を

行うことが困難な状況でしたが、国土交通省では、上記

のような意図から、野心的な規制改革の取組みとして、

一定の大きさ、性能の条件と同時に、運行主体が運行地

域等について一定の制約を付すことで安全性を確保する

ことを条件に、公道走行を簡易な手続きで可能とするた

めの認定制度を、平成 25 年 1 月に創設しました。

した。また、高齢者を含むあらゆる世代の外出機会の増

加、コミュニケーションの活性化も確認されており、高

齢者・子育て層の生活支援などの効果が期待されていま

す。

　また、コンパクトであるという特徴を生かすことで、歩

行者と走行する車両との距離を確保し、歩行者にとって

安心して歩ける環境づくりに貢献するとともに、輸送経

路や輸送手段の合理化等により、小口物流の輸送効率・

サービスの向上が図られる可能性があります。（図５）

公道走行のための認定制度の創設
　超小型モビリティの導入効果については、各自動車メ

ーカーも注目しており、鋭意、実用化に向けた研究開発

が進められています。東京モーターショー等においても、

様々なコンセプトの提案がなされているところです。（図

６）

　従来にない、全く新たなカテゴリーの乗り物である

「超小型モビリティ」については、その本格普及のため

6
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求においても予算措置をお願いしているところです。（図

７）

　すでに、全国において本事業による先導導入の取組み

が始まっています。

　例えば、瀬戸内海に浮かぶ香川県小豆郡の離島である

豊島（てしま）においては、平成 24 年度補正予算を活

用し、超小型モビリティによる観光客向けのレンタカー

サービスが今年の７月 20 日よりスタートしました。

　本事業においては、瀬戸内の離島群を舞台に開催され

る瀬戸内国際芸術祭2013の夏・秋の会期に合わせ、豊島を

訪れる観光客に、超小型モビリティによる魅力的で自由

度の高い島内移動手段を提供し、島内移動手段が十分で

ない同島の観光資源としての価値を高めるとともに、先

進的なモビリティ自体を目的とする観光客の来島にも期

待するもので、将来的には、豊島が掲げる「エネルギー自

給自足」と連携し、豊島における太陽光発電による電気

を超小型モビリティに充電することを目指しています。

　また、神奈川県横浜市では、平成 25 年度予算を活用

し、超小型モビリティによるワンウェイ型カーシェアリ

超小型モビリティの導入促進事
業とその事例紹介

　交通の省 CO2 化・省エネルギー化に資するとともに、

高齢者を含むあらゆる世代に新しい、地域の手軽な移動

手段を提供し、生活や移動の質の向上をもたらす、省エ

ネルギー・少子高齢化時代の「新たなカテゴリー」の乗

り物として、超小型モビリティの本格普及を進めていく

上では、その特徴を最大限活かした成功事例を創出し、

同時に国民理解をいち早く確立することが重要です。

　このため国土交通省では、地方公共団体等の主導によ

るまちづくり等と一体となった先導導入や試行導入の優

れた取組みのうち、超小型モビリティの魅力を引き出し

創意工夫にあふれる優れた取組みについて重点的な支援

を行うことで、成功事例の創出、国民理解の醸成等を効

果的に加速するための「超小型モビリティの導入促進」

事業について、平成 24 年度補正予算及び平成 25 年度予

算要求において、支援措置の予算を確保するとともに、

取組みを拡大・継続するために平成 26 年度予算概算要

7

超小型モビリティの例 ～多様なコンセプトの提案～
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た取組みを一体的に推進して参ります。

　今後とも、超小型モビリティの導入促進と、利用環境

の整備など関連社会資本の整備に向けた検討や、ゼロエ

ネルギー住宅との一体的な導入などの取り組みとを連携

して推進することで、低炭素まちづくりの実現や、高齢

者や子育て世代の移動支援等を通じた生活や移動の質の

向上を目指して参ります。

ングサービスが 10 月 11 日よりスタートしています。

　本事業は、みなとみらいを含む横浜市のベイエリア３

×４ｋｍに貸出・返却ステーションを高密度に配置し、

100 台の車両を導入するもので、利用者が借りた車両を

借りたステーションと異なるステーションで返却するこ

とができるワンウェイ型カーシェアリングサービスで、

観光 ･ 業務 ･ 生活等における低炭素型移動手段としての

有用性やビジネスモデルの検討等を行うものです 。

　その他にも図のように、全国で様々な特色を有する先

導・試行導入を行っていきます。（図 8・９）

おわりに
　超小型モビリティは、低炭素社会の実現に資するとと

もに、人口減少や高齢化時代に対応するコンパクトなま

ちづくりにも適した交通手段です。このため、国土交通

省では、超小型モビリティ等の環境対応車の普及の取組

みと、都市の低炭素化や集約型都市構造を実現し、高齢

化社会に対応するための、持続可能なまちづくりに向け

8
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はじめに
　本稿では、都市交通、日常的な移動の場面を想定して、

超小型モビリティの近未来的な可能性について論じる。

筆者は都市交通計画の専門家であって、車両や情報通信

システムの専門家ではないので、現在各地で導入されつ

つある超小型モビリティと定義されている交通機関につ

いての技術的な問題や、それに付随する情報通信システ

ムの詳細な点を論じることはできない。しかしながら、

内外の先進的な都市交通事例の調査研究や、実際の都市

交通問題の解決、あるいは、都市交通にかかる計画立案

の場面に接する中で考えていることに照らし合わせて、

新しい技術への期待を論じさせていただければと考える。

交通戦略的視点
　ここ数年来、交通戦略という言葉は、行政機関の交通

計画の中でも頻繁に用いられるようになってきた。交通

戦略を策定した都市というのも、国内に何十箇所もある

と言われている。

　交通計画と言わずに交通戦略と表現しているからには、

その意味付けがあるはずであり、筆者は、以下のような

諸点が重要と認識している。

（1）都市のめざすべき具体的目的に合致していること。

原則的には、都市が、環境的にも社会的にも経済的

にも持続可能、すなわちサステイナブルであるとい

う目標像に合致していること。

（2）現状把握ではなく現況診断、すなわち問題点に対

しての理由解明を含んだ分析に基づいて、課題解決

試行と、すでにある良いもの、仕組みを尊重し育む

姿勢があること。

（3）目標達成に向けてのロードマップ、施策の実施手

順、それぞれの段階での関連主体の役割が明示され

1

2

ていること。長期的な時間枠組み設定においても、

短期的な達成課題を連続させることで、役割が具体

的に明示されるのが望ましい。

（4）施設整備が目的化されず、生活や行動の変化にま

で踏み込んで達成評価がされること。

（5）さまざまな不確実性への対応、リスクの分散の考

え方が含まれていること。

（6）目標達成後のフォローアップとして、モニタリン

グの仕組みが組み込まれていること。

　これらの点は、何かとても新しい考え方というわけで

はなく、むしろ、民間企業の経営戦略等と照らし合わせ

れば、至極当たり前のことであろう。しかしながら、行

政の都市交通にかかる計画の多くにおいて、目的設定が

抽象的すぎたり、現況診断が不十分であったり、役割分

担や責任体制が不明確であったり、長期的な将来像があ

るもののそこまでのプロセスが不明瞭であったり、想定

外のことへの対応能力が皆無に近かったり、というよう

なことが散見される。これらのようなことがないように

していくことがまずは重要である。

　さて、以上の中で、目的の設定に着目してみる。少な

からずの事例で、利便性の向上という表現をみることが

多い。しかしながら、そもそも利便性とは何なのか、な

ぜ利便性を向上しなくてはいけないのか、あるいは、向

上しなければどうなってしまうのか、という点について

言及している例は少ない。同様の話は、一昔前の ITS

にも通じるところがある。一部関係者から、「ITS は、

い（I）つまでた（T）ってもす（S）すまない」などと

揶揄されていた時代があったが、その頃の取り組みを見

ていて、筆者は、「特にジャイアンに苛められているわ

けでもなく、のんびりマンガを読んでくつろいでいるの

び太君の横で、四次元ポケットからいろいろな道具を出

してのび太君を誘っているドラえもん」という理解をし

ていた。よりフォーマルな表現で言うならば、needs-

超小型モビリティへの期待
中村　文彦

横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院長・教授
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１
であり、むしろ、高齢者のより多様な社会参加を奨励す

る仕組みが求められている。余暇をゲートボール場で過

ごすのではなく、次世代に向けて、蓄積された経験を伝

授する責務を担うことが求められ、再雇用、地域ボラン

ティア活動などでの多面的な活躍が期待される。足腰が

不自由な高齢者の移動支援の装置としては大きく期待さ

れるところである。運転免許に基づいて自力で車両を操

縦できるレベル、運転免許はもたない、あるいは返納す

るが、自力移動ができるレベル、あるいは、誰かに送迎

してもらうレベルなど、状況は多様であるが、それぞれ

において、超小型モビリティと呼ばれ得る交通機関の役

割が期待される。ただし、乗り物はかっこよく、乗って

いること自体がかっこよくなくてはならない。電動車い

すをベースとしたショップモビリティあるいはタウンモ

ビリティに関する社会実験のいくつかで、それらを利用

することが恥ずかしい、カッコ悪いという理由で利用を

躊躇する風潮が我が国にはある。この点の打破は必須課

題といえよう。

　少子化については、それを食い止めることこそが課題

といえる。具体的には、子育て環境をいかに改善するか

にかかる。乳幼児を複数抱える場面での移動の苦労を支

援する仕組みはきわめて弱い。自家用車での移動に頼ら

ざるを得ない場合には、それが移動の制約になる。自転

車に二人の乳幼児を乗せて走行することはきわめて危険

である。そのような自転車に代替する小型車両への期待

は大きいといえよう。

　防災の視点では、発災時の避難における移動困難者支援、

復旧復興時での日常的移動の支援や個別の少量輸送の支

援、特に道路復旧が完全ではない場面での狭隘な走行空

間における小型車両の役割などをあげることができよう。

　以上のように、環境、経済、そして社会の場面で考え

てみると、超小型モビリティに分類される交通機関の担い

得る役割は多様に存在することがわかる。ここまでは、都

市での活動から派生する交通需要という点にウェイトをお

いてニーズを掘り下げた。次節では、全体バランスや管理

の視点にまで踏み込んで、担い得る役割を考察する。

モビリティデザイン的視点
　筆者は、ここ数年、モビリティデザインという言葉を用

3

driven な視点が弱く、seeds-oriented に走り過ぎていた

面がある。そこには、都市交通についての現況診断の視

点が完全に欠如している。今、そして近未来に、都市で

は、どのような課題解決が求められているのか、先々の

都市をどのように引っ張っていくべきなのか、突き詰め

た分析や議論とは無縁に、これがあれば便利だろう（＝

なくてもさして困らないと言えば困らないが）道具が開

発されていたきらいが強い。

　都市のこれからのありよう、今抱えている解決すべき

課題、今の良いものをいかに残し育んでいくかという視

点にたちかえって、新しい交通システム技術、交通機関

技術について論じていく必要がある。超小型モビリティ

にしても、電気駆動の小さな乗り物が、未来の都市をど

のように描くのか、そこには、ただ便利だから、という

のではない議論が求められている。

　都市によって、その課題の質や量に濃淡はあるものの、

大枠では、特に、環境、経済及び社会の視点での課題が、

超小型モビリティの担い得る役割と照合できると考えら

れる。

　環境については、きわめてわかりやすい。電気駆動の

車両が、これまでのガソリン燃料の内燃機関の車両にと

ってかわることによって、得られる効果は言うまでもな

い。これまで自動車やオートバイでなされてきた、一人

で、あるいは少量の物流輸送での短距離の移動が対象と

なろう。ただし、自転車や公共交通で済む場面との役割

分担が必要となる。

　経済については、中心市街地の活性化とつないで考え

ていく。いわゆる歩行支援装置として、歩くには、ある

いは、荷物をもって歩くにはやや遠い距離での利用が、

中心市街地での人々の行動範囲を広げ、地区内の滞在時

間や回遊距離を伸ばし、それによって消費金額が増える

ことで経済活力が向上することを期待できる。しかしな

がら、これは、消費に値する魅力的な商業機能が充実し

ていることが前提であり、歩行支援装置があればよいと

いうことではない。また、前段と同じように、自転車やバ

ス等の公共交通で済む場面との役割分担が必要といえる。

　社会については、福祉的な視点及び防災の視点を取り

上げる。

　福祉では、いわゆる少子高齢化問題になろう。

　高齢者の絶対数の増加は問題ではなく歓迎すべきもの
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付けている。

　図１に示したショーケースタウンは、いわゆる実証実

験や社会実験を積極的に実施する意味合いを持つ。新し

い交通システムの受容可能性は、社会実験を通して、時

には、社会実験を繰り返すことによって、高まっていく

ことはすでに明らかである。ただし、それぞれの交通手

段について、その相対的な位置づけを明確にしないまま

社会実験を行うことは望ましくない。そこで、柏の葉エ

リアの交通ビジョンでは、表１のような優先順位表をつ

くり、その中での位置づけを確認し、共存する他の交通

手段との役割分担を明示し、利用者像を明確に規定する

ことを実験主体に要請している。

　ここでは、超小型モビリティについては、シェアリン

グシステムを前提とし、専用通路の確保を課題としてい

るが、これからの超小型モビリティのあり方を見据える

と、道路交通需要の動向にもよるが、地区によっては一

般道路空間走行も選択肢になる。

　図１でのもうひとつの特徴がシェアリングシステムで

ある。自転車のシェアリングやカーシェアリングについ

いて、地区スケールでの交通のあり方を提案する活動を、

細々とではあるが続けている。その根底にあるのは、前

節で展開した交通戦略の考え方と英国で発案された包括

的交通管理CTM（Comprehensive Traffi  c Management）

の考え方である。CTMの考え方では、まず、当該地区で

用いられるそれぞれの交通手段ごとに現況診断を行い、

それに基づいたその交通手段の課題解決案を作成し、そ

れぞれの交通手段ごとの最適な解決案をオーバーレイす

ることにより、道路区間ごと、あるいは時間帯ごとに、道

路の使い方を決めていく。ここでは、容量の管理、優先

順位の管理、そして需要の管理がなされる。地区内の道

路空間の処理能力を見極め、その中で、この道路区間の

この時間帯は歩行者を優先する、その一方で、並行する

道路区間では物流トラックを優先する、といったような

優先順位の整理を行い、有限な道路空間におさめていく

ために、交通行動の変更、例えば時間帯の変更や交通手

段の変更、経路の変更などを促して需要を管理していく。

地域を巻き込んで、地区全体の交通のあり方を決めていく

プロセスとしては、CTMの発想は有意義であるといえる。

　超小型モビリティに分類される交通機関を、例えば中

心市街地で、あるいは住宅地区で考える場合、この発想

でいくとどのように整理できるのかを本節で論じる。

　筆者は、ご縁があって、千葉県柏市柏の葉エリア地区

をベースとした交通のあり方について、上記の考え方を

もととした提案をさせていただける機会を得た。そこで

の考え方を紹介する。

　まず、Smart & Multi-Modal Mobility（以下 SM3）、

すなわち、環境負荷が小さくかつ情報通信技術を積極的

に活用した（＝ Smart）、多種類の交通手段が選択可能

（Multi-Modal）な移動環境（Mobility）を提供すること

を基本概念として設定した。この SM3 を支える交通手

段について、同地区で数々行われている、そして今後も

行われる新しい交通手段の位置づけを明示できるように、

交通手段を在来型と新タイプに分け、整合するように整

理した。徒歩、自転車、バスの位置づけを明確にし、そ

れらを補うかたちで役割が規定される。柏の葉エリアで

は、SM3 を支える仕組みとして、ショーケースタウン

とシェアリングシステムズという考え方を含めた。図１

にそれらの概念整理を示す。超小型モビリティについて

は、シェアリング型で歩行者支援に資する新技術と位置

図１ 　柏の葉エリアでの交通ビジョン
　　－Smart & Multi-Modal Mobility の概念整理－

表１　交通手段の優先順位設定
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１
動力付き車両の亜種という位置づけになっていくと思わ

れる。これらについては、環境的に、そして社会的に持

続可能な視点で、自家用車移動の代替、危険性を伴うよ

うな乗り方の自転車利用からの代替、狭隘道路地区での

オートバイからの代替などを狙っていくことになろう。

ショーケースとして社会実験を積み重ねるべき場面と、

論点がすでに明確なので本格実施が可能な場面とがある

が、必要に応じて社会実験を取り入れることになる。そ

して、業務利用でない場合については、シェアリングシ

ステムとしてスタートすることが現実的ともいえる。

　歩行支援型のものについては、速度制限や走行空間位

置などについて、まだまだ克服すべき課題が多いと思わ

れる。従前のショップモビリティあるいはタウンモビリ

ティの延長上で、誰もが気軽に使える歩行支援装置とし

て、中心市街地や観光地において、回遊性向上による地

区の魅力向上、ひいては中心市街地や観光地での滞在時

間増及び購買総額増による経済的持続可能性の向上をめ

ざした適用が想定される。こちらについては、間違いな

くシェアリングシステムとしての導入から始めることが

期待されよう。

　いずれにしても、あれば便利というレベルではなく、

都市の多面的な持続可能性を視野にいれて導入が展開し

ていく可能性は十分に大きいといえる。繰り返しになる

が、さまざまな交通手段が共存する中での相対的な位置

づけについては、常に配慮が必要となる。

おわりに
　本稿では、超小型モビリティの将来的なあり方につい

て、交通戦略的視点とモビリティデザイン的な視点から

試論を展開した。技術面及び制度面で克服すべき課題は

いくつもあり、費用面でも、補助制度に始まり課題は多々

ある。このままでは必ずしも薔薇色の未来が待っていると

いうわけではないが、都市交通全体の中での位置づけを

明確にし、利用者像を明確にし、どのような行動変更を

期待し、どのような社会的意義があるのか、それをどの

ように計測して評価すればよいのか、明確に整理して、

実験あるいは事業を積み重ねていくことが求められる。

5

ては、すでに本格実施事例が増えつつあるが、シェアリ

ングの考え方にはふたつの視点がある。一般に言われて

いるのは、個人で保有するよりもシェアリングをするほ

うが効率的な場合であろう。自動車についていえば、自

家用車は一日の大半を駐車しているため、シェアリング

するほうが空間効率が高まる。自転車についても同様で

ある。違法駐車や違法駐輪という、空間の無駄な占有を

削減することもできる。しかしながら、リヨンやパリの

自転車シェアリングシステム、同じくパリの電気自動車

のシェアリングシステムについてヒアリングした中では、

もうひとつの考え方が浮かび上がる。それは、個人所有

が浸透していない段階での体験利用推奨、その先の個人

保有推奨へのつなぎである。超小型モビリティに分類さ

れる交通機関の個人所有は、金額面でまだ決して容易で

はない場合に、シェアリングシステムを通して、体験し

てもらい、より安価に利用してもらうことが可能になる。

　以上のように考えると、超小型モビリティについては、

そのさまざまな課題や社会への受容可能性を高めていく

上で、ショーケース的に社会実験を行い、その基本形と

しては、現段階ではシェアリングを中心に据えていくこ

とが、方向性として示せることになる。

　なお、地区内で、超小型モビリティのシェアリングシ

ステムの社会実験をする際に、同じ地区で、自転車のシ

ェアリングシステムが同様に社会実験されていたり、別

途、地区で負担している安価な運賃の地区内循環路線バ

スが共存していたり、地区内の軌道系交通機関でも短距

離利用を推奨する運賃政策が実施されていたり、さまざ

まな交通手段での施策が混在しているままでは、実験と

してはもったいなくかつ不適切というかもったいないと

言わざるを得ない。利用者像を明確化できず、実験の効

果測定にもさまざまな要因が絡んでしまうからである

これからの可能性
　超小型モビリティといわれる交通機関について、既存

の車両分類で強引にわけるならば、軽自動車的なもの、

原付的なもの、電動車いす的等歩行支援型のものに分類

できる。

　これらのうち、軽自動車的なもの及び原付的なものは、

将来にわたっても運転免許を必要とし、自分で操作する

4
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１

　熊本県は、本田技研工業㈱（以下 HONDA）とその

子会社である㈱本田技術研究所とともに「熊本県小型電

動モビリティ導入促進協議会」を平成 25 年 2 月に結成し、

平成 25 年３月には国土交通省により、平成 24 年度超小

型モビリティ導入促進事業として全国で唯一の全県とい

う広域のエリアでの認定を受け、平成 25 年 11 月から社

会実験を開始いたしました。

̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃
　「年寄りだから危ないと、家族の反対で車を取り上げ

られた。今は電動自転車に乗っているけど、やっぱり自

転車は怖いし、電動といっても行ける範囲はせいぜい隣

の集落まで。早く、新聞に載ってた超小型の自動車が販

売されないもんだろうか。自由にどこへでも行けてた頃

が懐かしい」

　これは、平成 25 年 2 月の「くまもと産業ビジネスフ

ェア」にて、HONDA 製の超小型電動モビリティ（以

下 MEV: Micro Electric Vehicle）のプロトタイプを展

示した際、「熊本県にて実証実験開始」というタイトル

で新聞報道されたのをご覧になった一般県民の方から、

当課にかかってきたお電話の内容です。「自由な移動」

というのが如何に切実な要求であるのか、これは古今東

西、老若男女の別を問わず人間が持っている基本的な欲

求であると思います。しかし社会的、経済的などいろい

ろな制約から諦めざるを得ないケースが多々存在してい

るのが現実です。人口減少・少子高齢化という課題先進

国である我が国においては、今までにない新しいモビリ

ティによるライフスタイルが模索されるべき時期ではな

いでしょうか。

̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃
　我々熊本県は、40 年近くの長きにわたって熊本県大

津町で二輪の製造工場を操業されている HONDA との

ご縁により、平成 23 年度から同社製の電動自動車・電

動バイク・電動カートを使っての「次世代モビリティ実

証実験」を行ってまいりました。こちらの実験は平成

25 年度末までの 3 年間にわたり、CO2 削減の寄与度、

県民の QOL の向上や、EV を使ったカーシェアリング

などの事業化プランが成立するかといった点を現在検証

している最中です。更に、熊本県では国から認証を受け

た「EV/PHV タウン構想」に基づき、3 年間にわたっ

て電気自動車の充電インフラ（急速・普通充電器）を県

内約 90 箇所に整備中ですが、この実証実験により、電

気自動車で県内のあちらこちらを走行してみて、実際に

電欠のリスクに対してどのような回避行動・ルートをと

るかなど、実験により把握できた課題の解決にも役立て

てきました。このように HONDA と連携してきたこと

から、今般の MEV を使った実証実験については、

HONDA からご提案があったと同時に真っ先に手を挙

げ、合同で協議会を設置し、いち早く国土交通省の事業

認定制度に対して申請を行いました。

　この申請が認定されてからは試行錯誤の連続。机上で、

そして実験候補予定地で検討を重ねる日々です。走行エ

リアを「全県」と申請した際の一番の売り文句は、「熊

本県では地域の特徴を活かした、幅広い様々な実験が行

える」というものでした。他県の自治体から出されたほ

とんどの実証実験案が、ひとつのエリアが抱えるひとつ

の課題、それを超小型モビリティによる解決を図るため

のものでしたので、本県のような「エリア次第で異なる

様々な課題・ニーズを解決するための MEV 利用策」を

考えるのにはひと苦労です。熊本県の現状をお話しする

と、人口 73 万人を抱える政令指定都市の熊本市がある

一方で、全市町村の約半数が過疎地に指定されています。

二つの国立公園を有し、そして道幅が極端に狭い沿岸エ

リアや山間部もあります。それらを代表する６エリアを

まず選定し、現在までの 9 か月間にわたり対象のエリア

を HONDA のメンバーと実際に走り、該当の７市町に

対しては住民の移動に関わる様々な問題をヒアリングし、

洗い出しを行いました。そして MEV を利用することに

よって課題が解決されるという仮説を立て、それを基に

内藤　美恵
熊本県商工観光労働部　産業支援課　課長補佐

超小型モビリティの可能性を求めて
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１

の方に車両を貸し出し、その方々の実際の生活スタイル

にフィットした車両であるのか、また彼らのニーズが何

であり、普段の生活で何に困っているのか、MEV はそ

の解決策となりえるのかといった点について実験を行い、

調査します。

　以上の内容を、11 月 21日に東京モーターショーにおい

て、HONDA、及び同社と実証実験を行う他２自治体（さ

いたま市、宮古島市）と共同で、全国に向けリリースい

たしました。これらの内容は、一般県民に参加いただき

本格的に実験を開始する来年度にむけて現在検討中であ

り、今後変更する可能性もありますし、更に内容を拡大

させることもあります。現在、実験参加自治体など関係

者とともに内容を検討しているところであり、上記４項目

以外の実験の可能性についても検討を行っております。

̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃
　このように実験内容を検討しているさなか、ついに

した具体的な実験内容と実施エリア、協力依頼事前打診、

etc…　この MEV 実証実験のために HONDA と包括協

定を締結したのが 6 月でしたので、準備だけで半年を費

やしたことになりますが、あっという間に過ぎていった

気がします。

　実際に熊本県内で行う具体的な実験内容として、現段

階の予定ですが、①観光地での利用、②過疎地での利用、

③事業用車両としての利用、④子育て世代等による利用

といった実験を予定しております。

　まず、①観光地での利用は、県内にある全国有数の観

光地である阿蘇や天草といった地域やそれ以外の地域に

おいて、今まで道が狭くて軽自動車でも行きづらかった

り、アップダウンが激しくてレンタルサイクルでは行け

なかったような観光のポイントでも車両が小さい MEV

であれば安心して通行できるので、そのような地点への

案内や、自然と調和した観光といった新しい観光地の魅

力の提案を行いたいと考えております。

　②過疎地での利用は、最近、日本各地でガソリンスタ

ンドがない、若しくは減少している地域、いわゆる「ガ

ソリンスタンド過疎地」が発生しておりますが、そのよ

うな地域においても MEV は自宅での充電が可能である

ため、給油の必要がなく、利用しやすいと考えられます。

また、過疎地のような田舎では道が狭い地域も多く、普

通車では移動が難しいこともあります。そのような地域

において、手軽で安心な移動手段としての可能性につい

て実験の中で調べていきたいと思います。

　③事業用車両としての利用は、県内にある大規模事業所

などにおいて、まずは外回りや工場間の移動といった事業

用車両として利用してもらい、二

酸化炭素排出量や経費削減効果な

どについて調査します。その後、

事業所の事業用車両と従業員の通

勤用車両という2 つの目的に対し

て、両者による共同利用といった

新しい利用スタイルについて研究

を行い、車両の管理費用や通勤手

当の削減効果といった点を調べま

す。

　④子育て世代等による利用は、

子育て世代や高齢者といった一般

東京モーターショーにて熊本県の実証実験の内容を発
表する　熊本県　小野副知事
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た時期と重なり、各社がリリースしている超小型モビリ

ティについても事前にテレビ報道がされていたことから、

ラッキーなタイミングでもありました。

　プロドライバーによる走行実験は年内いっぱいで終了

し、実験結果をもとに HONDA による車両の調整、そ

して最終的に車両の安全性が確認されるまで我々一般人

は乗車することができませんが、県内各地でかわいい

MC－βが走っているのを、すでに多くの県民の皆様が

目にしています。安全性の確認後、私ども県庁職員や参

加自治体職員による試乗期間を経て、７月からはいよい

よ一般の方を対象とした社会実験を開始しますが、それ

までは実施自治体による企画や調整など、まだまだやる

べき準備事項が山積しています。しかし、冒頭で御紹介

した高齢者の方からの電話でもわかりますが、既にニー

ズの種がいくつか見えはじめています。

̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃̃
　今まで、様々なモビリティが世の中に出回る際は、常

にメーカー側主導による「このような購買層に、このよ

うなニーズで使われ、このようなライフスタイルを提案

したい」という開発戦略のもと、市場が形成されていき

ました。しかし、今回は完成されたクルマではなく、コ

ンセプトも含めこれから創られていくという点が大きく

異なります。また、全国均一の交通体系に一石を投じ、

「地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体とな

った先導・試行導入の加速」を行うための実証実験であ

り、言い換えれば、ユーザーは初めて、メーカー側から

提案してきたモビリティライフスタイルに乗っかるので

はなく、「こういうときに、こういう場所で使いたいから、

こんなクルマを作ってよ。売ってよ」と、主導権を持っ

てメーカーに提案できるのです。これから生じる様々な

ニーズを組み込みながら、一つの型に集約するのではな

く、「ニーズに特化して進化・分化していくモビリティ」

であるという感じがしています。

　われわれ熊本県は、HONDA、実験参加市町村といっ

た関係団体と密接な連携を取り、県民のお声を聴きなが

ら、この超小型モビリティが人々の生活にどれだけ貢献

できるかといった「可能性」を検証し、そしてメーカー

のクルマづくりに「まちづくり」といった観点から提案

を行い、新しいライフスタイルの確立、ひいては熊本県

民の幸福度の向上につなげていきたいと思っています。

11 月 21 日に、MEV の実機 2 台が熊本に到着しました。

翌 22 日には熊本県庁にて実験のスタート式を開催した

ところです。現在は、本田技術研究所所属のプロドライ

バーにより、熊本県内の６エリアの複数のルートにおい

て、安全性や走行性の確認のための走行実験が行われて

います。

　スタート式については事前に大々的な広報もしなかっ

たのですが、お昼休みに開催したこともあり、県庁職員

を中心に近隣住民の方々、たまたま県庁を訪れた方々な

ど、約 100 名近くの方が HONDA 製の MEV「MC－β」

を実際に見に来ていただきました。今や全国的にも大人

気の熊本県キャラクター「くまモン」の登場もなしに、

これだけの人が集まるのは嬉しいですがちょっとした驚

きです。安全性確認前なので一般の方々の走行はできま

せんでしたが、運転席にも乗車して快適性を体感してい

ただきました。ローカルテレビ局も 3 局取材に来ており、

「かわいい！」「買い物なんかのチョイ乗りにはちょうど

いいかな ?」など、インタビューを受けた人たちのコメ

ントが夕方のローカルニュースで流されました。ちょう

ど東京モーターショーで「MC－β」が初めて公開され

走行実験スタート式でお披露目した「MC－β」
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１

はじめに
　失われた 20 年と言われる中、わが国では、東日本大震

災を契機としたエネルギー政策の見直しや、少子高齢化

対策、そして経済・雇用対策など、官民を挙げた様々な

取り組みが進められている。政府が平成 25 年 6 月に策定

した「日本再興戦略」においても、エネルギー分野への

民間参入の促進や女性・高齢者等の活躍の機会の拡大な

どにより、デフレからの脱却を目指すこととされた 1）。

　そういった中で、国土交通省では、人口減少・高齢社

会、エネルギー問題等に対応するまち・地域づくりのた

めに、「自動車よりコンパクトで、地域の手軽な移動の

足となる 1 人～ 2 人乗り程度の車両」を「超小型モビリ

ティ」と定義し、先導導入や試行導入の優れた取り組み

に対して重点的に支援する「超小型モビリティ導入促進

事業」を進めている。

　本稿では、上記に挙げた国土交通省の支援を受けなが

ら、さいたま市がホンダと連携して取り組む超小型モビ

リティの社会実験について紹介する。

背景
　本市においても、低炭素型都市の実現や少子高齢化対

策など、大規模住宅都市として解決すべき課題が山積し

ている。本市としては、超小型モビリティを活用した新

しい交通システムの導入やライフスタイルの転換などが

現在抱えている課題に対する有効な対策になり得ると考

え、ホンダと連携して、社会実験等によるその効果の検

証と新しいモビリティの開発を行うこととした。

　ここではまず、さいたま市の現状や抱えている課題の

うち、超小型モビリティと関連が深い「交通の問題」、「少

子高齢化の問題」、「環境・エネルギーの問題」について

1

2
概説する。

２－１　市内における交通の現状

　さいたま市には、新幹線や京浜東北線など 14 路線 33

駅あり、鉄道網は発達している。また、民間バス会社に

より 246 路線とコミュニティバス 6 路線が運行されてお

り、公共交通の利便性は比較的高い。

　しかしながら、依然として市内の主要な道路には、慢

性的な渋滞が発生する地点が数多く存在している。

1.00
未満

昼間 12 時間を通じて、道路が混雑することな
く、円滑に走行できる。

1.00～
1.25

昼間 12 時間のうち、道路が混雑する可能性の
ある時間帯が１～２時間（ピーク時間）ある。

1.25～
1.75

ピーク時はもとより､ ピーク時間を中心として
混雑する時間帯が加速度的に増加する可能性の
高い状態。

1.75 以上 慢性的混雑状況を呈する。

図１　さいたま市内の平日の道路混雑度 2）

新しいモビリティの開発とまちづくりの連携
～さいたま市における超小型モビリティ社会実験～

島田　正樹
さいたま市環境局環境共生部環境未来都市推進課
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めている 2）。

　特に、増加し続けている民生家庭部門においては、こ

れまでも太陽光発電システムの導入促進を柱とした家庭

への再生可能エネルギーの導入などを進め、平成 23 年度

の時点で合計 24,634kW、約 7,000 世帯相当が導入されて

いる。同時に、近年減少傾向にあるものの、依然として

全体の 23%と大きな割合を占める運輸部門においては、

自家用乗用車からの排出量が特に多く、運輸部門の 60%

を占めていることから、EV の普及、モビリティマネジメ

ント、エコドライブの啓発活動などを進めてきた。

　また、現在改訂中の都市計画マスタープランにおいて、

集約型都市構造の実現やエネルギーマネジメントの導入

などからなる「低炭素・エネルギーまちづくりの方針」

が盛り込まれるなど、まちづくりにおいても低炭素型の

都市構造の実現を目指している。

　原因の一つとして、都市計画

道路の整備率の低さや通過・流

入交通の多さなどがまま指摘さ

れるが、市民の自家用乗用車の

使用実態が買い物など私事目的

で短距離・高頻度であることも

分かっており、適切な交通需要

マネジメント等によって公共交

通の利用を促進し、自動車に過

度に依存しない交通体系を確立

することが求められている。

２－２ 　市内における　
　　少子高齢化の現状

　さいたま市は、平成 22 年度時点

で高齢化率は 19％にとどまり、年齢構成は比較的若い

都市であると言える。しかし、約 10 年後に人口のピー

クを迎えて以降は急速に高齢化が進み、2050 年には

30%を超えると予測されており4）、それに伴う扶助費の

増加と市の財政余力の低下が懸念される。そういった状

況の中、本市では「さいたま市誰もが安心して長生きで

きるまちづくり条例」が平成 24 年 4 月に施行され、高

齢者の移動を支える交通網の整備、活動しやすいまちづ

くりに取り組むこととしている 5）。

２－３ 　市内における温室効果ガス排出量

　さいたま市内での温室効果ガスの排出量の状況を見る

と、運輸と民生家庭、民生業務の各部門からの排出量が

大きな割合を占め、その 3 部門の合計が全体の 8 割を占

図 3　急速な高齢化率の上昇 5） 図 4　 二酸化炭素の排出状況 2）

図 2　さいたま市内の乗用車の使用実態 3）
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90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

100％

90％

80％

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

0％
～10km 10～

20km
20～
30km

30～
40km

40～
50km

50～
60km

60～
70km

70～
80km

80～
90km

90～
100km

100km
以上

0

63,22957,347

30,262

17,841

9,390
6,248 5,100 3,129 2,339 2,311

8,595

8割以上の車が
１日に40km未満しか

走っていない

●
●●●●

●
●

●

●

●

●

車両数
累積度数分布●

82％

17



１

真ん中に配し、後部座席を左側にオフセットすることで、

居住性を高め、車内に荷物を積めるレイアウトを実現し

ている。

　また、全長が軽自動車よりも約 90cm 短いため、最小

回転半径がわずか 3.3m と非常に取り回しがよく 6）、運

転があまり得意ではない人でも狭い路地を安心して走行

することができる。

　本市の社会実験では、地区内を回遊するカーシェアリ

ングや、子育てをしているお母さんなどによる買いもの、

保育園への送迎などの用途を想定しているため、今後追

加で導入する MC－βにおける後部座席へのチャイルド

シートの装着や後部座席への子ども 2 人搭乗について、

引き続きホンダや国と検討を続けていく。

３－２　事業の全体概要

　本事業では、この MC－βを使用して、さいたま市の

公用車としての試験導入、市民向けの試乗会やワークシ

超小型モビリティ導入促進事業

　本市では、上述したような交通の問題、少子高齢化の

問題、そして環境・エネルギーの問題に対する施策の一

つとして、「超小型モビリティ」の活用について、自動

車メーカーのホンダと平成 24 年度から検討を続けてき

た。ホンダとは平成 23 年度に環境未来都市の創造に向

けた連携協定「E-KIZUNA Project 協定」を締結し、

EV やスマートホームなどの分野でいくつものプロジェ

クトに連携して取り組んできた実績があり、この超小型

モビリティに関する事業についてもこの協定の枠組みに

おいて連携して進めることで合意した。

　事業を進めるにあたっては、その推進体制として、本

田技研工業㈱、㈱本田技術研究所、さいたま市が参画す

る「さいたま市小型電動モビリティ利活用推進協議会」

を設置し、国への各種手続き、社会実験の内容の設計、

調査、周知・啓発活動等を実施する主体として活動して

いる。

３－１　使用する超小型モビリティ

　本事業では、ホンダが平成 25 年 11 月に東京モーター

ショーで世界初公開した超小型ＥＶ「MC－β（エム・

シー・ベータ）」を使用して社会実験等を実施する。

　本事業で当初用いられる MC－βは、大人 2 人が前後

席に乗車できるモデルとなる予定である。前の運転席を

3

（写真左から㈱本田技術研究所　新井専務取締役、本田技研
工業㈱  スマートコミュニティ企画室　緑川部長、さいたま
市  清水市長、国土交通省自動車局　板崎環境政策課長、国
土交通省関東運輸局  佐橋自動車安全技術部長）

図 5　協議会による共同発表会（平成 25年 7月）

図6　3地域とホンダによる共同発表（平成25年11月）

図 7　MC－β（エム・シー・ベータ）
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実施を計画しており、その後「中心市街地でのシェアシ

ステム」は新しい交通システムとしての効果とビジネス

モデルとしての事業性が確認でき次第、「スマートコミ

ュニティとの連携」は一般家庭への導入や地域での共有

のモデルとして事業性等が確認でき次第、実験のフェー

ズから事業として普及拡大を図るフェーズへと移行する。

　但し、国土交通省による新しい車両区分の創設等、超

小型モビリティが普及するのに必要な環境が整うことも

重要な要素であり、本事業においても、状況に応じた対

応が求められるものと考えている。

　以下では、この中で特に社会実験について計画の概要

を紹介する。

３－３ 　中心市街地でのシェアシステム

　中心市街地でのシェアシステムは、東日本を代表するタ

ーミナル駅である大宮駅周辺を実施地域として、平成 26

年度と平成 27 年度の 2 年間で社会実験を計画している。

この地域では、流入車と通過交通による慢性的な交通渋滞

が大きな課題となっている。また、当該地区ではこれま

で駅直近に位置していた大宮区役所の移転が計画されて

おり、区役所へのアクセスの確保も課題となっている。

　社会実験では、移転後の新区役所をフリンジ駐車場と

して活用しながら大宮駅・さいたま新都心駅・新区役所

等をポートとするシェアシステムを実装することを想定

して、その効果や事業化に向けた課題等を検証する。ま

た、当該地区では平成 25 年

5 月からコミュニティサイク

ルの事業も開始されているこ

とから、既存の公共交通に加

え、コミュニティサイクルと

の連携や用途による使い分け

についても検討する。

　例えば、大宮駅周辺地区に

おいて超小型モビリティを活

用したシェアシステムと公共

交通・コミュニティサイクル

等を組み合わせて利用しても

らうことで、自家用乗用車等

での地域への流入を削減でき

る可能性がある。

ョップ、そして「中心市街地でのシェアシステム」と「ス

マートコミュニティとの連携」の 2 つのテーマでの社会

実験を実施する。社会実験を含めた事業全体が、国土交

通省の「超小型モビリティ導入促進事業」として認定を

受けており、超小型モビリティ認定制度や補助金などの

支援を受けて進められる。

　事業の期間は、平成 25 年度から平成 27 年度末までと

なっており、平成 25 年度は 2 台の MC－βを導入して、

実際にさいたま市内で走らせるのに必要な事前準備を行

う。また、公用車としての試験導入や、市民の認知度向

上と実際に乗った市民の生の声を集めるための試乗会・

ワークショップなどは、平成 25 年度から開始して平成

27 年度まで継続的に実施する。

　社会実験は、平成 26 年度と 27 年度の 2 年間の中での

図 8　 事業スケジュール

表１　MC－β主要諸元 6）

最高速度 70km/h 以上

最大航続走行距離 80km程度

充電時間
3時間以下（200V）

7時間以下（100V）

バッテリー リチウムイオンバッテリー

モーター出力 定格 6kW/最大 11kW

サイズ（全長/全幅/全高） 2,495/1,280/1,545（mm）
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１

都市インフラの効率的な利用によって、おもてなし空間

の創出などを実現し、来街者にとっても市民にとっても

街の魅力が向上し、賑わいの創出につながるものと考え

られる。

　同時に、駅の東西をまたいでの回遊性の向上や、大宮

駅から数キロメートル圏内にある複数の観光スポット

（盆栽美術館、Nack5 スタジアム、大宮氷川神社等）へ

のアクセスを容易にする効果が期待できる。また、長期

的には、道路空間の有効活用や駐車場の最適配置による

図 10　 中心市街地でのシェアシステム（イメージ）

図９　実施地域と社会実験の内容（イメージ）
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あの小さなクルマはどこに行ったら買えるのか？」と訊

ねてきた。聞くと、今までのクルマは大きくて運転も心

許ないことから手放してしまったが、この小さなクルマ

なら是非乗りたいとのことだった。

　ホンダの MC－βに限らず、超小型モビリティの導入

においては、これまでの自動車が単に小さくなっただけ

ではなく、まちづくりとの連携などによって高い付加価

値を生み出せるようにならなければ普及は難しく、冒頭

で述べたような課題の解決にはつながらない。本市の社

会実験も、大宮で「Autolib’」（仏：Bolloré（ボロレ）グ

ループ）や「car2go」（独：car2go 社）のようなカーシ

ェアリング事業の開始に結びつく保証はどこにもない。

幾度にもわたる仮説の検証の末に、その可能性を確認で

きるに過ぎず、社会への実装までの道のりは決して平坦

ではない。

　しかし、自治体が企業との協働により社会への実装を

牽引し、市民に対して超小型モビリティを活用した新し

い移動のあり方について方向性を示すことが、社会への

導入の黎明期においては重要である。

　私見ではあるが、あの日の電話を思い出すと、超小型

モビリティのポテンシャルが小さいとは、決して考えら

れない。そのポテンシャルを引き出し、地域における移

動のあり方に大きな変革をもたらすためにも、我々地方

自治体が企業と連携して成功事例を創出するとともに、

国土交通省主導による新たな車両区分創設に向けた議論

がさらに加速することを期待したい。

参考文献
1）日本再興戦略、日本政府、2013
2）さいたま市地球温暖化対策実行計画、さいたま市、2013
3）さいたま市 EV 普及ポテンシャル調査、さいたま市、

2010
4）さいたま市総合振興計画（案）答申、さいたま市総合振

興計画審議会、2013
5）さいたま市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、さ

いたま市、2013
6）本田技研工業株式会社ホームページ
　（http://www.honda.co.jp/）

３－４　スマートコミュニティとの連携

　さいたま市は、国の地域活性化総合特別区域「次世代

自動車・スマートエネルギー特区」として指定を受け、

平成 28 年度を終期として浦和美園地区で環境・エネル

ギー面で先進的なスマートコミュニティの整備を計画し

ている。スマートコミュニティとの連携の社会実験は、

総合特区事業としてスマートコミュニティを整備する浦

和美園地区などを実施地域とし、平成 26 年度と平成 27

年度の 2 年間で社会実験を計画している。

　この社会実験では、スマートコミュニティの住民によ

る MC－βの利用を想定して、エネルギーマネジメント

システム等との連携や、そこで暮らす子育て世代の生活

実態に合わせた MC－βの使用方法について、その効果

や事業化に向けた課題等を検証する。

　具体的な社会実験の内容は現在検討中だが、エネルギ

ーマネジメントシステム等との連携としては MC－βを

蓄電池として活用する V2H の実証や、エネルギーマネ

ジメントサービスの付帯サービスとしてのカーシェアリ

ング、HEMS インターフェースを活用したモビリティ

マネジメントなどが考えられる。また、スマートコミュ

ニティで暮らす子育て世代の利用を想定した社会実験に

ついては、一定期間子育て世代の家庭に MC－βを貸し

出して、日々の暮らしで使っていただき、例えば保育園

や商業施設と連携した P&R・カーシェアリングなどに

ついて、メリットと課題の双方を洗い出すことなどが考

えられる。

　いずれにしても、社会実験を通じて、スマートコミュ

ニティとの連携によって超小型モビリティがもたらす新

しい暮らしを提案し、超小型モビリティとスマートコミ

ュニティ双方の価値を高め、より一層社会への導入を促

進するモデルの創出を目指す。

おわりに
　平成 25 年 7 月の協議会による共同発表会の翌日、埼

玉版を中心に新聞各紙で、さいたま市とホンダが連携し

て超小型モビリティの社会実験を実施することが報じら

れた。その日の午前中、筆者は 1 本の電話を受けた。そ

れは高齢の男性からだった。男性は「新聞を見たのだが、

4

21



１

はじめに
　北九州市では、国土交通省「超小型モビリティの導入

促進事業」の採択を受け、平成 25 年 11 月 2 日から超小

型モビリティの導入事業を開始いたしました。本稿では、

本市において低炭素社会の実現に向けて実施している超

小型モビリティの導入促進の取り組みについて、ご紹介

させていただきます。

１－１　市制 50 周年を迎える北九州市

　本市は古くより、東アジア交流の玄関口としての役割を

担っており、人的・物的交流が盛んに行われてきました。

　地勢的には、北九州市を中心として、500km の距離

に大阪、神戸、韓国のソウル、仁川があります。そして、

1,000km の距離に、東京、中国の上海、大連があり、韓

国、中国に非常に近いことが特徴です。　

　現在の北九州市の人口は約 97 万人、1963 年２月に、

全国に先駆けて、5 つの市（門司、小倉、若松、八幡、

戸畑）が合併して誕生した政令指定都市であり、本年２

月に市制 50 周年を迎えております。

１－２　「世界の環境首都」を目指して

　1901 年に日本初の官営製鐵所が建設され、以来、本

市は日本の四大工業地帯として発展してきました。

　新日鐵、三菱化学、出光興産、日本水産等の発祥の地

であり、日産自動車のルーツである戸畑鋳物が創業を開

始した地でもあります。

　また、TOTO、安川電機、三井ハイテック、ゼンリ

ン等の本社が所在しており、鉄鋼・機械等の基幹技術と

金型、メンテナンス等の基盤技術、人材の集積により、

現在も、ものづくりのまちとして、地域の産業の発展を

支えています。

　一方で、経済発展に伴い深刻な公害が発生し、これを、

1 市民運動をきっかけに企業や行政が一体となって克服し

た歴史があります。このような背景のもと、「環境」と、

ものづくり企業の集積を基盤とした「技術」を強みとし

て、世界の環境首都、アジアの技術首都を目指したまち

づくりを進めており、近年では、平成 23 年 6 月に

OECD（経済協力開発機構）より、都市のグリーン成長

政策を評価し、世界への政策提言として役立てるグリー

ンシティプログラムのモデル都市として、アジアで初め

て選定されました（その他のモデル都市：パリ、シカゴ、

ストックホルム）。また、平成 23 年 12 月には、本市が

国へ提案した「北九州市環境未来都市」と、福岡県・北

九州市・福岡市が共同申請した「グリーンアジア国際戦

略総合特区」の選定を受けております。

　平成 25 年３月には、産業面の取り組みを推進する基

本戦略として「北九州市新成長戦略」を策定いたしまし

た。そのリーディングプロジェクトのひとつとして、次

世代自動車産業拠点の形成を掲げ、公道での次世代自動

車の実証実験などに取り組むこととしております。

超小型モビリティ導入に向けた推進体制

２－１ 　日産自動車との連携協定「環境と技術の
まち北九州“ｅ－フロンティアプロジェクト”」

　本市は、平成21年12月、環境と産業が調和したまちづ

くりを相互に協力して行うことにより、低炭素社会の実

現を目指す連携協定「環境と技術のまち北九州“e-フロン

ティアプロジェクト”」を日産自動車と締結しております。

　このプロジェクトでは、「環境面で先進のまちづくり」、

「低炭素社会に貢献する技術開発」、「環境を未来に引き

継ぐ人材の育成」に連携して取り組んでおり、まちづく

りの面では、超小型モビリティの導入に関する事業の他

にも、「EV の公用車への導入」や「充電施設の整備」、

2

鍋藤　博一
北九州市産業経済局 新産業振興課 主任

北九州市における超小型モビリティ導入
促進の取り組みについて
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の魅力を伝えていくとともに、環境にやさしい交通手段

への転換や安全確保など、これまでのノウハウを活かし

て、本事業を本市と共に推進していきます。

これまでの取り組み

３－１　門司港レトロ地区の紹介

　本市は平成 24 年度、日産自動車と共同で本市の観光

エリアである門司港レトロ地区において、超小型モビリ

ティの実証実験を実施いたしました。

　門司港は、九州の最北端に位置しており、明治の後半か

ら横浜、神戸と並ぶ国際貿易港として栄えたところです。

当時の面影を残すレトロな建築物が数多く残っており、

施設の移築、景観の整備等を経て、現在では、年間約200万

人の観光客が訪れる、本市を代表する観光スポットです。

　中心エリアには、国の重要文化財の「JR 門司港駅」や、

同じく国の重要文化財でアインシュタインが宿泊した「旧

門司三井倶楽部」などの施設が立ち並び、対岸の山口県

下関市側には「ふぐ」等で有名な唐戸市場があります。

３－２ 　平成 24 年度実証実験（観光エリア
での公道実証）の概要

　実施期間：平成 24 年 10 月６日（土）～ 21 日（日）

　　 体験試乗会：10 月６日（土）～７日（日）

　　公道走行実証：10 月８日（月）～ 21 日（日）

　実施場所：門司港レトロ地区（北九州市門司区）

　実施内容：観光客の利用を想定したレンタカー事業

　使用車両：NISSAN　New Mobility Concept　２台

　参加人数：104 名

　本実証実験では、

　・ 徒歩や自転車では移動が難しい距離にある観光スポ

ットへの移動支援

　・ 家族連れや団体客、子供や高齢者といった観光客の

特性に応じたモビリティの提供

　・環境に優しい移動手段の提供

　・ 道路や駐車場など、走行環境の状況把握、課題の検討

などをテーマに実施いたしました。

　実施方法は、20 代から 70 代の市民を中心としたモニ

ターを事前に公募し、1 人あたり最長 2 時間の貸出を行

3

技術開発面では「EV の IT システムに関する技術開発」、

人材育成では、北九州学術研究都市の「北九州市立大

学」、「九州工業大学」、「早稲田大学」の３つの大学院が

共同で実施している「北九州学術研究都市連携大学院カ

ーエレクトロニクスコース」への講師派遣等について、

本市と日産自動車と相互に連携を図りながら共同で実施

しております。

　超小型モビリティの導入促進に向けては、環境面での

先進のまちづくりを推進する事業に位置付け、本連携協

定の一環として実施するものです。

２－２ 　特定非営利活動法人タウンモービル
ネットワーク北九州

　タウンモービルネットワーク北九州は、CO2 削減など

都市環境問題を課題として、自転車の利用促進のための

社会システムの構築（レンタサイクル事業やカーシェア、

駐車場・駐輪場施設の管理・運営など）を通じて、環境

にやさしいまちづくりの推進、高齢者等の福祉の増進に

寄与することを目的として、平成 14 年より本市を中心

に活動している NPO 法人です。

　平成 15 年より本市を代表する観光地「門司港レトロ

地区」で実施している観光型レンタサイクル事業では、

電動アシスト自転車を中心に約 150 台を設置し、年間延

べ約 1 万２千人の観光客が利用する、門司港レトロ地区

にかかせない移動手段として定着しております。

　平成 22 年には、世界初の電動自転車によるシェアリ

ングシステム「シティバイク」事業を開始しております。

このシティバイク事業は、主に本市中心部にサイクルス

テーション 13 箇所、電動アシスト自転車約 150 台を設

置し、24 時間どこでも利用、返却ができるもので、過

度なマイカー利用から、公共交通や自転車への転換に貢

献しております。

　その他、構造改革特区を活用した事業所向けのレンタ

カー型カーシェアリング事業や、市内一円 160km の公

道でサイクリングを楽しむ「サイクルツアー北九州」な

どを実施しております。

　超小型モビリティの導入促進事業では、本市とタウン

モービルネットワーク北九州の共同で本年５月に「北九

州市超小型モビリティ導入促進協議会」を設立し、事業

の実施主体として、観光客や市民に、超小型モビリティ
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１
型モビリティの利用シーンとして「買い物」に適してい

ると回答する人が多かった。

　以上の結果を踏まえ、本年度の超小型モビリティの導

入促進事業に向けて、準備をすすめてまいりました。

国土交通省「超小型モビリティの導
入促進事業」北九州市の取り組み

４－１ 　北九州市超小型モビリティ導入促進
事業の概要

　実施期間：平成 25 年 11 月２日（土）～３年間

　　→ 平成 28 年４月以降は補完（自主）事業として実

施予定

　実施主体：北九州市超小型モビリティ導入促進協議会

　　　　　　（平成 25 年５月設立）

　構 成 員： ①北九州市、② NPO 法人タウンモービル

ネットワーク北九州

　会　　長：北九州市長　北橋　健治

　実施場所：北九州市門司区、小倉南区、小倉北区

　使用車両：NISSAN  New Mobility Concept　４台

　事業内容：

　本年度、国土交通省より選定を受けた「超小型モビリ

ティの導入促進事業」は、

　①観光地での回遊・周遊の際の移動手段として、『門

司港レトロ地区における「超小型モビリティ」を活用し

た観光レンタカー事業』

　②近距離の日常交通手段等として、『小倉南区におけ

る「超小型モビリティ」を活用した青色防犯パトロー

ル・買い物支援等試行事業』

　③『「超小型モビリティ」体験イベント等 PR 事業』

の 3 つの事業で構成しております。

　以上の事業により、超小型モビリティを活用したビジ

ネスの事業化促進、NPO との協働による、超小型モビ

リティを活用した地域支援及び地域の活性化に取り組む

ことを目的としております。

４－２ 　門司港レトロ地区における超小型モ
ビリティを活用した観光レンタカー事業

　昨年度の実証実験の結果を踏まえ、今年度からは新た

4

いました。操作方法の指導や、公道での習熟走行を実施

した後、実際に門司港レトロ地区を自由に走行、観光ス

ポットを巡っていただき、貸出後はアンケートとヒアリ

ングを行い、超小型モビリティに対するニーズや移動手

段としての特徴等に関する調査を実施しました。

　また、本実証の特色として、超小型モビリティのほか、

電動アシスト自転車や電動スクーター、高齢者には電動

カートの貸出も無料で行い、「徒歩」、「自転車」、「電動

スクーター」、「超小型モビリティ」間の比較評価の試み

も実施いたしました。

３－３　平成 24 年度実証実験実施結果

　アンケートの結果から、

　①超小型モビリティの利用による「楽しさ」と「回遊

性の向上」について、特に高い満足度を示し、門司港レ

トロ地区を過去に訪れた経験との比較評価の結果、これ

らの点について観光地の魅力が向上したといえる結果が

得られた。

　②超小型モビリティ実証実験参加者の門司港レトロ地

区滞在時間は、２時間以上の滞在者が 50%を超え、過

去の門司港レトロ地区訪問時の滞在時間（２時間以上が

31%）を上回り、滞在時間の延長効果がみられた。この

点については、実証実験参加時間が加算されるため、当

然の結果ともとれるが、

　③超小型モビリティを使用した観光レンタカー事業が

実際に実施された場合、「利用したい」と回答した人が

全体の 85%を占めたことを踏まえると、超小型モビリ

ティの導入により、観光地の滞在時間延長に一定の効果

があるものと想定される。

　④観光地での実証実験であったにもかかわらず、超小

平成 24年度実証実験の様子
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1,000 円と設定いたしましたが、適正な料金の検討は引

き続き行い、飲食店やホテル等と連携したサービスの提

供等も実施していく予定です。

　その他、インターネットによる予約や、ツーリングマ

ップの配布による推奨ルートの案内などを実施し、利用

者の利便性向上を図ります。

　門司港レトロ地区では、NISSAN　New Mobility 

Concept 2 台を使用いたします。

４－３ 　小倉南区における青色防犯パトロー
ル・買い物支援等試行事業

　小倉南区は、本市南部に位置し、住宅地やマンション

等も多く、市全体の 2 割以上の人口を抱える本市のベッ

ドタウンとして発展してきた地域です。

　小倉南区においては、超小型モビリティを導入する地

域として、若園地区と葛原地区の 2 地域を選定し、それ

ぞれの地域のニーズや課題等に応じた活用に取り組むこ

とといたしました。

（１）　青色防犯パトロール事業（若園地区）

　若園地区は、昭和 35 年頃から新興住宅地として発展

してきた地域です。住宅地の中には、小倉南区役所をは

じめ消防署や警察署などの行政機関や、学校や幼稚園な

どの教育機関が集積しており、隣接する地域には小倉医

療センターや総合療育センターなどがあり、医療・福祉

機関が充実しているところでもあります。

　地区の人口は約 1 万人、世帯数は約 5,000 世帯、65 歳

以上の人口は約 2,800 人、高齢化率は 27.4%で、小倉南

区全体の高齢化率 22.5%より高い地域であるといった特

徴があります。

　このような状況のもと、若園地区では児童や高齢者、

障害者等が気軽に、安心して外出できるまちづくりの活

動が積極的に行われております。

　若園地区ではこのような活動を補完し、安全・安心な

まちづくりを支援するため、超小型モビリティを活用し

た青色防犯パトロールを実施いたします。

　（概要）
　運 行 日：隔日
　時 間 帯： 午後３時～午後 6 時のうち２時間程度
　　　　　　（通学路）
　　　　　　 午後５時～午後８時のうち２時間程度
　　　　　　（街路犯罪防止）

に「走行可能エリアの拡大」と「有料化」の２点につい

て取り組みました。

　「走行可能エリアの拡大」については、昨年度に実施

した走行エリアを南西方向に JR 門司駅まで、面積とし

ては約２倍に拡大しました。

　新たに事業実施エリアとなる JR 門司駅周辺には、大

正２年に建設された旧サッポロビール九州工場の施設を

保存活用した建物群が残っており、ビール醸造棟の見学

が出来るほか、ギャラリーや飲食などを楽しめるスペー

ス等となっております。

　門司港レトロ中心エリアから門司駅周辺までの距離は

約 6.5km、自転車や JR での移動は可能ではあるものの、

門司港レトロ地区と門司駅周辺を周遊する観光客は少な

く、これまで一体的な観光地とは言いがたい状況でした。

　そこで、超小型モビリティの活用により、門司港レト

ロ地区と門司駅周辺の回遊性の向上を図り、観光地の魅

力向上を図りました。

　門司駅までの間には、宮本武蔵と佐々木小次郎の決闘

の舞台として有名な「巌流島」を見ることができるなど、

超小型モビリティの導入により、門司港レトロを訪れる観

光客に新たな楽しみを提供できるものと考えております。

　また、昨年度の実証実験と同様、門司港レトロ地区の

北側に位置する「めかり地区」も事業実施エリアといた

しました。

　めかり地区は関門海峡に面する山頂一体を、公園とし

て整備しているところです。門司港レトロ地区の中心エ

リアからも近く、山頂付近の展望台からは門司港レトロ

地区や関門海峡、関門橋を一望できる、景観の良いとこ

ろですが、海岸からの高低差が約 160m と、急な勾配の

ため、自家用車などでなければ行くことが難しく、観光

バスや公共交通機関で門司港レトロ地区を訪れた観光客

がめかり地区を訪れるのは難しい状況です。

　超小型モビリティのレンタル事業を実施することによ

り、めかり地区へも観光客が気軽に訪れることができる

ようになり、回遊性の向上による、観光地の魅力向上に

繋がるものと考えております。

　また、急峻な勾配を有する登坂道では、超小型モビリ

ティの性能を十分活かし、キビキビとした走りを楽しん

でいただけるものと考えております。

　「有料化」については、当初は 1 台あたり 30 分ごとに
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１

　地区の人口は約１万 3,000 人、世帯数は約 6,000 世帯、

65 歳以上の人口は約 3,000 人、高齢化率は 22%で、小倉

南区全体の高齢化率 22.5%より低いものの、高齢化率

30%を超える局地的高齢化が進む地域もあります。

　このような背景のもと、葛原地区では「買い物支援」

に早くから取り組んでおり、地域の住民が主体となり、

地区内の市民センターにて月に 1 度、朝市「わいわい市

場葛原」が開催されております。

　この「わいわい市場葛原」を通じた買い物支援の取り

組みと連携し、市場までの移動や配送等に地域の住民が

中心となって超小型モビリティの活用を行う仕組みの検

討を行っております。

　これまで、地区住民を対象とした超小型モビリティの

説明会や体験試乗会、ワークショップなどを実施し、地

区の住民に超小型モビリティについての理解を深めても

らいました。今後は、利用希望者への貸出等、地域が主

体となって活用する仕組みを本事業で構築していきます。

　超小型モビリティに関する地区住民への情報提供や車

両の貸出等は、本市及びタウンモービルネットワーク北

九州が実施していきます。

　葛原地区では、NISSAN New Mobility Concept 1 台

　実施主体： NPO 法人タウンモービルネットワーク北九州

　使用車両：NISSAN　New Mobility Concept　１台

　この超小型モビリティによる青色防犯パトロールは、

若園地区の住民が以前から実施している防犯・見守り活

動「生活安全パトロール隊」と、タウンモービルネット

ワークが実施する「青色防犯パトロール」が相互に連携

することにより、これまで以上に安全・安心なまちづく

りに取り組んでまいります。

（２）　買い物支援等試行事業（葛原地区）

　葛原地区は、幹線道路である国道 10 号線沿いに位置

し、区画整理事業により、大型ショッピングセンターや

スーパー、各種専門店が幹線道路沿いに立地しておりま

す。一方、地区の北側には道幅が狭く、急勾配の坂道が

多い地域が広がっており、その坂道を上った先には、現

在は移転した旧九州労災病院が残されております。周囲

には、九州労災病院が立地していた名残で医療・福祉関

連施設が多くありますが、病院の移転に伴い多くの個人

商店が閉店し、この地域に住む高齢者にとっては、日常

の買い物が困難な地域となってしまいました。

　また、病院の移転は公共交通にも影響し、一部バス路

線の廃止等により、移動が困難な地域も存在しております。

国⼟交通省「超⼩型モビリティの導⼊促進事業」北九州市の取り組み

⼩倉南区における⻘⾊防犯パトロール・買い物⽀援等試⾏事業
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　安全対策に関する主な取り組みとして、運行地域にお

ける走行ルートやヒヤリハット地点の事前確認、超小型

モビリティを運転する全ての方に対する安全運転講習を

実施、GPS の活用によるリアルタイムでの車両位置情

報の把握・ドライバーへの走行エリアの逸脱注意喚起等

を実施いたします。

　また、緊急時の対応に関するマニュアルの整備や、運

行地域の住民に対する事業の周知等を行い、事業の円滑

な運営に取り組んでまいります。

おわりに
　少子高齢化が進展する中、生活の質や利便性を高める

ツールとして、また、環境にやさしい新たな移動手段と

して、超小型モビリティ導入に対しては非常に大きな反

響をいただいております。

　超小型モビリティに対する期待や意見など、市民の声

を参考にしながら、地域に密着した事業に真摯に取り組

むとともに、超小型モビリティの魅力を地域に発信して

いきたいと考えております。　

　超小型モビリティを活用した低炭素まちづくりの事例

として、本市の取り組みが今後超小型モビリティの導入

を検討する際の一助となれば幸甚です。

　本市における超小型モビリティの導入促進事業の実施

にあたり、国土交通省、国土交通省九州運輸局、日産自

動車、福岡県警察をはじめ、関係の皆様に多くのご支援

をいただきました。本稿をお借りして感謝とお礼を申し

上げます。

6

を使用いたします。

　小倉南区での事業を通じて、市民や行政、地域団体等、

様々な主体が連携・協働した地域支援のツールとして、

超小型モビリティを活用することで、高齢者の生活支援

や地域コミュニティの振興、ソーシャルビジネスの市場

形成など地域の活性化に資することを目指します。

（３）　超小型モビリティ体験イベント等PR事業（小倉

北区）

　本市において超小型モビリティ導入促進の取り組みを

実施するにあたり、平成 25 年 10 月 30 日に北九州市役

所において「北九州市超小型モビリティ導入促進事業開

始式」を開催いたしました。

　開始式では、北九州市長や日産自動車九州、福岡県警

察等の関係団体、市民、報道関係者など約 100 名の参加

者があり、北九州市超小型モビリティ PR 隊長「キタキ

ュウマン」や、北九州市環境マスコットキャラクター

「ていたん」が応援に駆けつけてくれました。この他、

北九州市役所周辺での試乗会の実施等により、盛大に事

業の開始を PR することができました。

　このような式典や各種イベントでの PR を通じて、市

民が超小型モビリティを体験する場を提供し、超小型モ

ビリティに対する理解の醸成や、今後の導入促進を図り

たいと考えております。

安全対策について
　超小型モビリティの先導導入に取り組む自治体として、

事業の実施に際しては運行管理、安全対策の徹底に努め

る必要があります。

5

北九州市超小型モビリティ導入促進事業開始式の様子
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2

　特定非営利活動法人 ITS Japan では、ITS の将来ビジ

ョン（2030 頃）を「ITS による未来創造の提言」として、

10 月に開催された ITS 世界会議東京 2013 で公表した。

　我が国で ITS が本格化しておよそ 20 年、世界に先駆

け実用化が進んだが、今後の社会環境の変化に対応しな

がら、新たな課題への挑戦や、ITS の更なる発展に向け

て取りまとめたものである。社会・経済が大きく変化し

ていく中では、交通課題を単体の問題として取り上げる

のではなく、社会の抱える様々な課題解決と一体となっ

た総合的アプローチが必要と考えている。

　本特集にあたり、「ITS による未来創造の提言」から“は

じめに”と、本文の概略として 10 月 16 日公表時のプレ

ゼンテーション資料を掲載させて頂いたが、ITS Japan

ホームページで全文を公開しているので、合わせて一読

頂ければ幸いである。〈http://www.its-jp.org/〉

はじめに
　ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交通

システム）は、情報通信と電子制御を活用して、安全・

環境などの交通課題を解決するとともに、経済活動の基

盤として効率的な物流や、豊かな生活を支えるモビリテ

ィを向上させるシステムとして期待され、電子技術の幕

開けの 1970 年代から研究が活発化し、1980 年代に入る

と世界各地で実用化開発と実証実験が行われた。

1

　日本においても、1970 年代から研究開発が始まり、

1996 年に ITS 関係５省庁（当時）により「高度道路交

通システム（ITS）推進に関する全体構想」（ITS 全体

構想）が策定され、開発・実用化・普及のロードマップ

を策定、産官学民協力のもと国家プロジェクトとして推

進された。また、VICS や ETC の全国展開、カーナビ

の普及などが実現した。

　2004 年には産学官共同で「ITS 推進の指針」を策定

した。ここでは、ITS 全体構想を受けて推進した各種サ

ービスにより利用者の利便性を実現したファーストステ

ージから、サービス普及により渋滞・安全・環境といっ

た道路交通の負の遺産と言うべき社会的課題を解決する

セカンドステージに至ったことを宣言し、これら社会的

課題解決に向けた ITS のあるべき姿を述べた。

　そして現在、我が国は課題先進国とも呼ばれ、高齢化や

環境・エネルギー問題、災害対応、経済成長の鈍化、産業の

グローバル化、個人の価値観多様化など、様々な課題が顕

在化している。これからのITSの使命は、道路交通問題の

解決に留まらず、我が国、そしてグローバルな社会経済

環境の変化による新たな課題にも正面から取り組み、解

決に寄与できるモビリティを創造することである。

　一方、技術革新や急速な普及により競争力の鍵を握る

分野がインフラや車両といったハードウェアから電子制

御技術や情報処理へ、主役が行政機関や大企業からベン

チャーや個人に移りつつある。また、交通を単独で考え

ITSによる未来創造の提言

ITSによる未来創造の提言
～誰でも、どこでも快適に移動できる社会の実現～
（2013年10月）

小林　茂男
特定非営利活動法人 ITS Japan常務理事
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での取組を振り返るとともに、将来想定される社会経済

状況や技術の変化とモビリティへの期待を描いている。

第２章では、2030 年における我が国の交通社会の姿を

描くととともに、その実現に向けた ITS の方向性を描

き、ITS が担うべき役割を宣言している。これを踏まえ、

第３章では、今後実現・展開すべき内容を重点領域別に

述べ、第４章では、それを推進するための具体的な実施

事項を提言している。

　本書が、将来のモビリティ社会の実現に向けて取り組

むべき官民で共有する ITS 構想へと進化していくこと

を強く願う。

るのではなく、国際競争力向上、地域の活性化、個人の

多様性を活かすことができる豊かな社会づくり、といっ

た大きな目標を達成するための手段として総合的に捉え

る必要がある。

　すなわち、進化を続けるITS技術を駆使して新たな価値

を生み出すことによって豊かな社会づくりに貢献し、従

来の事業領域を超えたビジネスを創出するチャンスと捉

えなければならない。

　こうした考えから ITS Japan が代表して、民間が考

える ITS の将来とそれを実現する決意をとりまとめ、

関係機関に提言するものである。

　本書は４章構成からなる。第１章では ITS のこれま

2030年における
我が国を取り巻く状況 社会的 /技術的な環境変化の認識

①情報ネットワーク社会の進展と個の力の飛躍的高まり
◆移動目的にかなった価値の最大化
◆個人からの発信の連鎖の社会へのインパクト
◆新たなビジネス形態の創出

②自動運転に向けた技術開発の潮流、電動化の進展
③価値観の多様化とバーチャルコミュニティの形成
④レジリエントで活力あるグローバルサプライチェーン
　による産業競争力強化と地域活性

①少子高齢化

②エネルギー・環境問題

③経済成長の鈍化

④安全・安心
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2
2030年に求められるモビリティ社会2

① 多様な都市のかたちを支える ITS

世界で最も暮らしやすい国として、均一で高度な公的・民間サービスを全国で享受。移動需要に最適に応じたモビリティ
を実現。高齢者の外出機会も増加、街も賑わいを取り戻し、地域のコミュニケーションも活発化。

② 高齢者、障害者、子供等にも移動しやすい社会を支える ITS

高齢者から子供まで、都市から中山間地域まで、あらゆる市民が、自分の意思によって社会活動への主体的な参加が可
能。個の移動ニーズに適切に対応できるモビリティ資源の最適利用、最適配分が実現。

③ 楽しく快適で安全な移動、ドライブ旅行を支える ITS

クルマは、渋滞による遅れなどがほぼ解消され、交通事故などのリスクも限りなく低下することにより、誰もが安心し
て、楽しく、ドライブ旅行を楽しむことができる環境が整備。

④ 物流の効率化を支える ITS

物流は、グローバルなサプライチェーンが発達。渋滞や社会・自然現象による遅れがほぼ消滅され、到着時間の予知も
正確となることで、より高効率の物流システムが企業活動の生産性を飛躍的に向上。

⑤ 人の移動の効率化を支える ITS

都市内の交通需要と供給のバランスを統合的に管理し、地域内の渋滞の発生は限りなくゼロに近づくとともに、個人の
リクエストに応じて利用できるバスやカーシェアリングにより地域内移動時間が飛躍的に短縮。

⑥ 負の遺産を更に解消する ITS（交通事故、渋滞、CO2）

都市交通の問題であった渋滞はほぼ解消。クルマの機能の高度化やインフラからの情報提供により、交通事故の削減な
ど安全性も飛躍的に向上。

⑦ 災害時の対応を支える ITS

情報通信、ネットワークの発達により、災害に強いネットワークの実現が進むとともに、様々な情報が地域社会の中で
共有、交換され、公的支援のみならず、地域内での自助・共助が生まれる社会となる。

⑧ ITSによる新たな交通社会の海外への展開

人口の大都市への集積や自動車交通需要の急速な高まり等の課題を有する国において、より安全、円滑な自動車交通社
会を実現するため、高い技術力と信頼性を培ってきた日本の技術の導入が期待。

「誰でも、どこでも快適に移動できる社会の実現」

ITS が担うべき役割の方向性

2030 年の交通社会のありたい姿

1  人に優しい自由で多様なモビリティの提供 
2  社会活動の発展に寄与するモビリティの向上
3  社会や自然と共生するモビリティの提供
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2030年のありたい交通社会の具体例3
〈例１〉誰もが安全安心な移動環境の確保

・高度運転支援や生活道路における交通弱者対策により、
高齢者、障害者、子供等に快適なモビリティーが担保
される。

・様々な官民情報が有機的に統合され、交通事故／渋滞を
なくし、効率的で快適なシームレスな移動が実現する。

〈例２〉ネットワーク社会を支える移動の確保

・ネットショッピングの増加と共に購買プロセスも大き
く変化。多様なライフスタイルを支える生活物資の物
流が実現する。

・環境負荷を軽減しつつ、正確で高効率な物流システム
で産業競争力を強化する。

・災害時も強靭な、グローバルサプライチェーンマネジ
メントが実現する。

〈例３〉モビリティとエネルギーの最適化

・電動車の蓄電電力を家や社会と接続し、エネルギー源
の転換と需給構造変化の一翼を担う。

・災害時にも、移動電源・通信基地局として、自助、共
助を支援する。

〈例４〉道路交通流・交通モード連携の最適化

・道路交通を総合的にマネジメントし、ダイナミックな
情報提供と、多様な移動手段の連携により、個々の移
動ニーズに即応する。

・個々が選んだ移動と道路空間有効活用が両立する。

・広域道路ネットワークが構築され、道路の実質交通容
量が拡大する。
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2
直近で実現展開すべき ITSサービス4

（1）高度運転支援システムによる交通事故ゼロ・渋滞ゼロ

◆　協調 ITS による安全で効率的な移動の支援
◆　高度運転支援システムによる画期的な安全性向上と渋滞削減
◆　交通弱者の安全対策、生活道路における歩行者・自転車優先の徹底による安全確保
◆　既存サービス・技術のさらなる展開

（2）移動支援情報プラットフォームによる効果的交通課題の解決

◆　道路交通に関わる情報の収集・共有
◆　「地域 ITS 情報センター」の構築
◆　日米欧共通のCO2排出量評価手法構築による低炭素化推進

（3）都市のモビリティーを支えるマルチモード輸送の革新

◆　多様な交通モードの連携
◆　マルチモード交通の利用を支える ITS システム

（4）道路交通の総合的なマネジメント

◆　広域道路ネットワークの構築と総合的なマネジメント
◆　都市交通の総合的なマネジメント
◆　災害対応

（5）物流の効率化

◆　産業競争力を支える効率的な輸送
◆　多様なライフスタイルを支える生活物資の物流
◆　レジリエントなサプライチェーンマネジメント

（6）エネルギー利用の最適化

◆　環境にやさしい車両の普及促進
◆　地域や家庭におけるエネルギー利用の最適化
◆　災害対応に資するクルマの蓄電・給電機能の利用

（7）国際協力の推進

◆　国際連携におけるリーダーシップ
◆　ITS システム・サービスの海外展開（主に新興国）

　前項で述べた「2030 年のありたい交通社会」を実現するため、ITS サービスを７つの重点領域にくくり、ここ５年

ほどで展開すべきサービスに落とし込んだものを以下に記す。
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1 はじめに

　日産が描く EV のもたらす未来の新たな生活像。その
中のひとつが高齢者や単身者世帯の増加といった社会背
景や、乗用車の近距離移動・少人数乗車の使用実態に着
目した持続可能かつ効率的で使い勝手のよい移動手段の
提案である。
　NISSAN New Mobility CONCEPT はこの提案を実現
させるものとして、現在さまざまな場所で実施中の実証
実験を通じて、その可能性を検証している。

2 NISSAN New Mobility CONCEPT
概要

〈NISSAN New Mobility CONCEPT が
提供する社会的価値〉

・あらゆる人の日常の移動手段をサポート
　　高齢者や子連れの外出を支援
・公共交通と組み合わせた利便性向上
　　地方都市や郊外、または都心におけるアクセス向上
・効率的モビリティによるさらなる CO2 排出量の削減
　　 近距離移動の個人用途に特化したゼロエミッション

モビリティを提供
・地域活性化の促進
　　市街地や観光地での回遊性を向上

〈外観及び基本スペック〉

車両サイズ 2,340mm（全長）× 1,230mm（全幅）
× 1,450mm（全高）

乗車定員 前後２人乗り

最高速度 約 80km/h

車重 470kg（ドア無）、500kg（ドア付）

定格出力 8kW

航続距離 約 100km

充電方法 普通充電 200V、約 4時間

　主な特徴として、前後２名乗車とする事で全幅を抑え、
幅員の狭い生活道路での使い勝手の向上、充分な動力性
能による勾配路での走行性などが挙げられる。
　また電気自動車であると言う特徴を活かして、マイ
カー乗り入れ規制エリアでの活用などにも期待が持てる。

「NISSAN New Mobility CONCEPT」
がもたらす新たなモビリティ社会の可能性

日産自動車株式会社 環境・安全技術渉外部
技術渉外・製品安全グループ

土屋 勝範
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前面に配置されたAC充電コンセント

3 実証実験の状況

　現在この規格の車両は、欧州においてクワドリサイク
ル（Quadricycle）と呼ばれる二輪派生のカテゴリに分
類され市場も形成されているが、日本では軽自動車に該
当し、四輪の法規制が適用される。
　そこで国土交通省は、平成 25 年 1 月に公道走行を簡
便な手続きで行えるようにする認定制度（超小型モビリ
ティの認定制度）を創設し、一定の条件に適合する場合

に基準の緩和を受けることが出来る様にした。
　そこで弊社は国土交通省による「大臣認定制度」及び
新たに創設された「超小型モビリティの認定制度」のも
と、全国各地で実証実験を行っている。
　以下に、いくつかの具体的事例を紹介する。

事例１： 超小型モビリティの活用による　　　
地域交通システムのあり方の検証

　国土交通省による「環境対応車を活用したまちづくり
に関する実証実験」にて採択された横浜市、青森県、福
岡県（高齢者にやさしい自動車開発推進知事連合）と共
同で、日本初の公道実証実験を行った。
　具体的には超小型モビリティの活用による地域交通シス
テムのあり方の検証、アンケート及び実証実験後の聞き取
り調査により車両の使い勝手を評価するとともに、公道走
行における各種データ収集を通じて、他の車両と混走す
る上での円滑な交通流の確保などについても検証した。

〈NISSAN New Mobility CONCEPT のこれまでの取り組み〉
2010 年 11月 1日 コンセプトカー「NISSAN New Mobility CONCEPT」を公開
2011 年 9月 29日 国土交通大臣認定を取得
2011 年 10月 15日～ 10月 28日
2011 年 11月 17日～ 11月 30日

商店街・観光客・地域などの移動手段への活用実施（横浜山手・元町エリア）

2011 年 10月 29日～ 10月 30日 自然と触れ合う体験型観光形態の創出検証（青森県十和田市奥入瀬地区）
2011 年 11月 12日～ 11月 13日 高齢者の移動手段としての体験走行会（福岡県朝倉市 市街地）
2012 年 7月 23日～ 2012 年 8月 5日 高齢者の移動手段としての活用検証（兵庫県淡路島全域）
2012 年 7月 31日～ 2013 年 3月末（予定） 横浜地域の防犯パトロールに提供（日本初の警察本部認定の地域パトロール）
2012 年 10月 4日～ 10月 21日 都市内観光におけるレンタカーとしての有用性検証（北九州市門司区全域）
2012 年 10月 15日～2013 年 11月末（予定） 医療機関における訪問診療車としての活用（横浜市金沢区など）
2012 年 11月 19日～ 2013 年 1月末 観光客・地域などの移動手段としての活用実施（横浜都心エリア）
2013 年 2月 19日～ 3月 4日 子育て世代の一般家庭に2週間のモニター体験を実施（東急田園都市線沿線エリア）
2013 年 7月 20日～ 2014 年 3月末（予定） 実証実験としてレンタカーサービスの実施（香川県小豆郡土庄町）
2013 年 10月 11日～約 1年間 ワンウェイ型大規模カーシェアリング開始（横浜市）

車両前後に貼付される▽形の基準緩和マーク
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（横浜市）

　地域住民や観光客が参加するカーシェアリングを通じ、
２名乗車時でも坂道を確実に上り・下りができる動力性
能・ブレーキ性能と、操縦安定性などを検証。
　加えて、市街地及び観光地での回遊性向上についても
実証した。

・主な試験走行場所

　市街地と観光地を同時に形成するエリアでありなが
ら、制限速度 30km/h の混在交通エリア（含む　バス
路線）でもある。また山手・元町の地区間では、高低
差 30m 超の急峻な上り・下り勾配に加えて数多く存
在する幅員 2 ～ 3m の道路、なおかつ込み入っている
走行空間で検証を行った。

・駐車場の設置場所

　元町商店街、港の見える丘公園、イタリア山庭園の
敷地を実証実験基地とした上で、充電設備を有する貸
出し・返却拠点の必要最小空間を検証した。
　併せて、時間貸し駐車場 11 箇所（駐車総可能台数
245 台）のうち、元町地区では 6 箇所（176 台）、山手
地区では 5 箇所（69 台）に点在する駐車場にて、2 人
乗り超小型モビリティならではの駐車のしやすさを検
証するとともに、潜在する課題を抽出した。

・主な試験走行運転者

　元町商店街等からモニター 20 名が参加した。
山手・元町地区の住民と観光客からモニター 124 名が
参加した。

（青森県）

　青森県が継続的に取り組んできた「エコロードフェス
タ」において、自然と触れ合う体験型観光形態を創出す
べく、マイカー乗り入れ規制区間（イベント期間限定）を

設定し、2 名乗車時でも坂道を確実に上り・下りができる
動力性能・ブレーキ性能と、操縦安定性などを検証した。

・主な試験走行場所

　青森県十和田市奥入瀬地区
　奥入瀬渓流と並行する国道 102 号線において、マイ
カー乗入れ規制区間（子ノ口交差点～忽辺交差点、全
長約 10km）と一般車両併走区間（忽辺交差点～焼山
渓流館、全長約 4km）を設定した。

・主な試験走行運転者

　「エコロードフェスタ」参加者から、モニター 25 名
が参加した。

（福岡県）

　高齢者の移動手段として想定し、特定ルートにおける
体験走行会を通じて、一般車両から見た超小型モビリテ
ィに対する意見や問題点（特に被視認性）を把握すると
共に、現在使用している自動車の運転時データを収集、
超小型モビリティが高齢者の移動手段として機能するか
比較検証を行った。

・主な試験走行場所

　福岡県朝倉市 市街地
　朝倉市役所を発着地点とする制限速度 40km/h の
特定ルート（全長約 5km）
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・主な試験走行運転者

　20 代から 70 代の普通免許保有者を、年代毎に 5 名
程度募集。合計 33 名が参加した。

事例２：地域医療支援としての活用
　高齢者（病院に行けない在宅者）に対する地域医療を
下支えするために、医療機関における訪問診療車に仕立
て上げた例。
　現行の訪問診療対象エリアは幅員 1.5 ～ 4m の住宅地
にあり、軽自動車では隘路での切り返し、上り坂でのパ
ワー不足、訪問時の路上駐車による通行障害と言った課
題があるため、医療機関所有の軽自動車を本車両に置き
換え、その有用性を検証している。

訪問診療車に仕立てあげた例

事例３：防犯パトロールへの活用
　当該防犯パトロールの地域は、ほとんどが平坦地であ
る一方、道路幅員 1.4 ～ 3m 程度の生活道路が多く、か
つ県道の混雑を迂回目的とした通過交通が行き来する住
宅地エリアとなっている。
　そのような中、本車両ならではの周囲の見通しの良さ
を地域防犯活動に活かせる様、青パトに仕立て上げた例。
地域社会における犯罪抑止に役立てつつ、本車両が介在
する事で地域との連携を深めていくことを目的に、現行
の私有車による青パトを本車両に置き換え、その有用性
を検証している。

事例４：カーシェアリングとしての活用

　国土交通省の「超小型モビリティ導入促進」事業の支
援を受け、最終的に 100 台規模となるワンウェイ型のカ
ーシェアリングとして活用する事例。
　実施期間は 2013 年 10 月 11 日から約 1 年間を予定し
ている。

　「低炭素交通の推進」、「都市生活・移動のクオリティ
アップ」、「観光の振興」を目的に、超小型モビリティの
有用性、事業化の可能性を検証している。
　利用料金を 1 分 20 円とし、横浜市内 55 箇所のステー
ションから貸出・返却ポイントを指定する事でワンウェ
イでの利用が可能となる。（2013 年 11 月末時点）

日産自動車グローバル本社前ステーション

　会員カードの取得には、弊社の実施する安全運転講習
の受講が必要。
　会員登録者数は、サービス開始後１か月で 2,700 人を
突破した。

青パトに仕立て上げた例
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4 現状の課題

①　日本における「超小型モビリティ」規格の車両定義

　前述の「超小型モビリティの認定制度」における車両
の規格は、第一種原動機付自転車（通称：原付四輪）と、
広く普及している軽自動車の間に位置付けられる。
　今後は「超小型モビリティ」の規格に関する道路運送
車両法上の種別・車庫・免許・税制といった諸制度、国
際基準観点からの海外における車両カテゴリとの関係に
ついて検討が必要になってくる。
　これらについては、現在実施中の様々な実証実験から
方向性が見えて来る事と期待している。

②　安全性に対する考え方

　超小型モビリティの特徴である小型・軽量化と、一般
的な自動車と同等の衝突安全性能の両立は非常に難しい
課題である。
　「交通政策審議会陸上交通分科会自動車交通部会」が

講習会の様子

チョイモビ会員証 IC カード

ICカードを車両のカードリーダにかざして認証を行う

GPSによってエリアからの逸脱を監視している

二輪車の派生 四輪自動車

第一種 原動機付自転車

・総排気量 0.050L 以下
・定格出力 0.60kW以下
・長さ 2.5m以下
・幅 1.3m以下
・高さ 2m以下
・乗車定員 1名

（超小型モビリティ）

・総排気量 125cc 以下
・定格出力 8kW以下
・長さ 3.40m以下
・幅 1.48m以下
・高さ 2.00m以下
・乗車定員 2名
　 （年少者用補助乗車装置を取
付けたものは 3 名以下）

軽自動車

・総排気量 0.660L 以下
・定格出力規定なし
・長さ 3.40m以下
・幅 1.48m以下
・高さ 2.00m以下
・乗車定員 4名

例）トヨタ コムス P・COM
・定格出力 0.59kW
・長さ 2.395m
・幅 1.095m
・高さ 1.500m
・乗車定員 1名

例）ニッサン NMC
・定格出力 8kW
・長さ 2.340m
・幅 1.230m
・高さ 1.450m
・乗車定員 2名

例）ニッサン DAYZ
・総排気量 0.659L
・長さ 3.395m
・幅 1.475m
・高さ 1.620m
・乗車定員 4名
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平成 23 年 6 月に発行した「交通事故のない社会を目指
した今後の車両安全対策のあり方について」でも、「小
型の車体となり衝撃を吸収するためのスペースが取れな
いことや質量差が大きいことから、軽自動車を含めた一
般的な自動車と同等の衝突安全性能等を備えることはで
きず、…その車格や用途に即した安全基準を定め、適用
することが適当である。」と纏められている。

　この認定制度では従来の車両構造で安全を確保する
（ハードで対応する）と言う考え方に加え、高速道路を
走行しないなどの一定の条件を付す（ソフトで対応する）
ことで、安全・環境性能が低下しない範囲で一部の基準
を緩和している。

　安全の確保のあり方については、このハード＋ソフト
の両方で安全を確保すると言う考え方も踏まえつつ、慎
重に論議して行く必要がある課題である。

5 最後に

　NISSAN New Mobility CONCEPT に代表される超小
型モビリティは、電動化により新規参入がしやすくなっ
た事、新たな移動手段としての期待の高まりから、これ
まで自動車製造に関わりの無かった企業からも様々なコ
ンセプトカーが発表されている。

〈東京モーターショー 2013 展示車両から〉

■コボット株式会社の「KOBOTθ」

・前後 2 名乗車の電動モビリティ
・寸法：2,070mm（L）× 1,210mm（D）× 1,610mm（H）
・一充電走行距離：約 50km

■デュラックス有限責任事業組合の「D-FACE」

・左右 2 名乗車の電動モビリティ
　（ハイブリッドの設定もあり）

・寸法：2,400mm（L）× 1,470mm（D）× 1,500mm（H）
・一充電走行距離：約 100㎞（バッテリのみ）
　　　　　　　　　約 150㎞（ハイブリッド）

■福島県自動車イノベーション研究会の

　「安全安心パーソナルモビリティ」
・半立ち乗り 1 名乗車の電動モビリティ
・寸法：1,540mm（L）× 700mm（D）× 1,700mm（H）
・一充電走行距離：約 30km

　上記例に留まらず、ベンチャー含めた様々なプレイ
ヤーが新規参入の検討を始めている。
　これらの中にはコンセプトの域を出ない物もあるが、
淘汰を繰り返しながら市場は活性化し、徐々に超小型モ
ビリティの位置づけが形成されて行くものと思われる。

　我々自身もまだ、ビジネスモデル含めた将来像を具体
的に描けてはいないが、新たなモビリティ社会の実現に
向けた様々な可能性について、今後も検討・検証を続け
て行きたいと考えている。

左からTOYOTA AUTO BODY COMS、HONDA MC－β、
NISSAN New Mobility CONCEPT
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1 はじめに

　ITS 世界会議は、米州、欧州、アジア太平洋地域の三極
の持ち回りで開催されています。今年はアジア太平洋地域
が担当となり、1995 年横浜、2004 年名古屋に続く 3 回目
の日本開催となりました。10 月 15 日から 16 日にかけて
日本へ接近した台風 26 号の影響を受けて、15 日午後の一
部と 16 日の午前すべてのセッションおよびデモンストレ
ーションが中止となりましたが、今回は ITS 世界会議が
第 20 回と節目の年であり、大変盛況のうちに会議が終了
しました。
　本レポートでは、第 20 回 ITS 世界会議の概要と会議で
の当機構の活動などについて紹介します。

2 会議の概要

　会議の概要は次のとおりです。
・期　間： 2013 年 10 月 14 日（月）～ 18 日（金）
・会　場：開会式　　東京国際フォーラム
　　　　　セッション等　 東京ビッグサイト
・テーマ：“Open ITS to the NEXT”

２－１　開会式

　開会式に先立ち、10 月 14 日の 13：30 から閣僚級スピ
ーカ 22 名、オブザーバ 33 名が参加した閣僚級ラウンドテ
ーブルが開催されました。
　開会式は、10 月 14 日の 16：00 から東京国際フォーラ
ムのホール A において行われ、ITS Japan 会長 渡邉 浩之
氏により開会の挨拶が行われました。引き続き、ビデオで
の参加となりましたが、安倍総理大臣からのメッセージが
届けられ、「ITS の推進は成長戦略における重要な要素。
規制緩和やインフラ整備を積極的に進めていきたい。」と 写真３　開会の挨拶

写真２　案内パネル

写真１　東京ビッグサイト外観

REPORT

第20回　ITS世界会議東京2013
ITS・新道路創生本部

岡村 茂則　福与 弘志　多田  壽　香田 尚彦　柴田 康弘　中村  徹 
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述べられました。
　挨拶に続き、日本らしい催しとしてステージ上で力強い

「よさこい節」がパフォーマンスされました。
　パフォーマンスの後、日本 国家公安委員長 古谷 圭司氏、
ビデオメッセージにより東京都知事 猪瀬 直樹氏、ITS ア
ジア太平洋事務局長 天野 肇氏、米国 Econolite 社長／
ITS America 会長 David St. Amant 氏、欧州 ERTICO-ITS 
Europe CEO Hermann Mayer 氏によるウェルカムスピー
チが行われました。
　その後、“Hall of Fame”および、今年度新設された

ITS の発展に寄与した企業および自治体をたたえる
“Industry Award”と“Local Government Award”の表
彰が行われました。表彰式は、世界会議理事会議長である
住友電工常務取締役 矢野 厚氏の司会により行われました。

２－２　プレナリセッション

　プレナリセッションは 3 部構成で、15日と翌 16日および
最終日の18日の 3日に分けて行われる予定でしたが、台風
の影響により、16日午前に予定していたプレナリセッション
2「Improving Quality of Mobility in Mega-cities/regions」
が中止となりました。
　15 日に行われた プレナリセッション 1 は“Open ITS 
to the Next: Aims and issues in moving towards the next 
stage”「次のステージに向けての目的と課題」をテーマと
して、米州、アジア太平洋州、欧州の三極から ITS の政
策に関わるリーダーにより、世界会議のコンセプトである

「Platforms」、「Col laborat ion」、「Opportunit ies」、
「Connectivity」の 4 つの視点から、安全や交通マネジメ
ントだけではなく、モビリティ全体の質を向上させるため
の施策について議論が交わされました。
　18 日に行われた プレナリセッション 3 は“Beyond 
ITS：from conventional approaches to four aspects of 

“Open””「ITS のさらに向こうにあるもの：従来のアプロ

表１　過去の ITS 世界会議参加動向

2006
ロンドン

2007
北京

2008
ニューヨーク

2009
ストックホルム

2010
釜山

2011
オーランド

2012
ウィーン

2013
東京

参加国数 75 カ国 52 カ国 66 カ国 64 カ国 84 カ国 59 カ国 91 カ国 65 カ国

会議
参加者数 約 3,000 人 約 2,300 人 約 3,300 人 約 2,800 人 約 4,300 人

6,500 人 約 10,000 人
約 4,000 人

展示会
来場者数 約 7,000 人 約 40,000 人 約 5,500 人 約 8,500 人 約 38,700 人 約 20,700 人

出展数 243 団体 163 団体 250 団体 254 団体 213 団体 210 団体 304 団体 約 240 団体

写真５　プレナリセッション１の様子

写真４　よさこい節
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ーチから 4 つの“Open”へ」をテーマとして、議論が交
わされました。

２－３　セッション

　ITS 世界会議の中心的行事であるセッションは、7 つの
コングレストピックを軸にセッションが構成され、前述の
プレナリセッションを含め 232 のセッションを予定してい
ましたが、台風の影響により 22 のセッションが中止とな
りました。
７つのコングレストピック

1） Safety and traffi  c management
交通安全・渋滞の解消へのさらなる取り組み

2） Next generation mobility and sustainability
持続可能な交通社会の実現に向けた次世代モビリティへ
の取り組みとエネルギーマネージメントとの融合

3） Effi  cient transport systems in mega cities/regions
メガシティにおける人とモノの移動の効率化

4）  Intermodal and multimodal systems for people and 
goods
人の移動・モノの輸送におけるインターモーダル・マル
チモーダル

5） Personalized mobility services
モバイル機器等を用いたモビリティのための個人向けサ
ービス

6） Resilient transport systems for emergency situations
レジリエントな交通社会システムの構築

7） Institutional issues and international harmonization
グローバル連携や共通の課題解決に向けた取り組み

　セッションの傾向としては、自動運転の分野において立ち
見が出るほど多くの方が聴講され、活気にあふれていました。

２－４　展示会

　展示会場では、19,760㎡の展示スペースに各国の ITS 機
関や ITS 関連の企業が出展していました。展示スペース
には、欧米やアジア等の外国企業からの出展が少なく、多
くが日本企業からの出展となっていました。外国企業では、
中国の情報通信企業 HUAWEI とオーストリアの ITS 企
業 Kapsch が単独で目立つ位置に展示ブースを出展してい
ました。
　今年の展示は、ドライビングシミュレーターを設置して
いるブースが例年よりも多く、民間企業だけでなく警察庁、
国土交通省道路局や VICS センターなどでも設置がみられ
ました。
　昨年のウィーンなど海外で世界会議を開催する場合は、日
本館の中に国土交通省道路局コーナーを設け、当機構や高速
道路各社が参加しましたが、本年は東京での開催であったた
め、道路局コーナーを単独で設置し、展示面積も大幅に広
げ、構成員も多く参加しました。

写真７　展示会場テープカット

写真６　セッションの様子
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２－５　ショーケース

　ショーケースは、メイン会場であるビッグサイトの駐車
場や周りの道路をメインの会場として次の４つのテーマを
コンセプトとして行われました。

１．Safety and traffi  c management
２ ．Next generation mobility and sustainability
３．Personalized mobility services
４ ．Resilient transport systems for emergency situations

　また、デモンストレーションイベントとしてメイン会場
とは別に青海西臨時駐車場に会場を設け、衝突被害軽減ブ
レーキやパーキングアシストなど高度な運転支援機能を持
つ車両やコネクティッドビークルのデモンストレーション
が実施されました。

２－６　閉会式

　18日の15：00から、渡邉組織委員長の閉会挨拶により閉
会式が始まりました。

（１）ITS 世界会議東京の統括
　国際プログラム委員会委員長の東京大学教授 大口 敬氏
から本大会における米州、欧州、アジア太平洋の統括が
Snapshot として行われました。

（２）優秀論文賞
　世界会議の統括に続き、優秀論文賞の発表が行われました。

（３）次年度以降の ITS 世界会議
　表彰式後、2014 年開催の米国 デトロイト James 
Barbaresso 氏、2015 年開催のフランス ボルドー Nathalie 
Delattre 氏および 2016 年開催のオーストラリア メルボル

写真８　ITS 世界大会の統括

表２　優秀論文賞

受　賞　者 所　属 論　文　題　名

Hirofumi Aoki Toyota Motor Corporation, Japan Development of a Car-Following Tendency Prediction Method 
and Its Application to a Forward Collision Warning System

Bart B.D. Netten TNO, The Netherlands Improving Moving Jam Detection Performance with V2I 
Communication

Hesham A. Rakha Virginia Tech, USA Dynamic Travel Time Prediction using Pattern Recognition

Mohit Sindhwani Quantum Inventions Pte Ltd,
Singapore

Using Traffi  c Information in Operations Analysis for Response of 
Emergency Services

Eline Jonkers TNO, The Netherlands Methodology and Framework Architecture for the Evaluation of 
Eff ects of ICT Measures on CO2 Emissions

Aki J. Lumiaho Ramboll, Finland Open Data as Enabler for ITS Factory

Fengxiang Qiao Texas Southern University, USA A Short Range Vehicle to Infrastructure System at Work Zones 
and Intersections
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ン Brian Negus 氏からビデオによる紹介とスピーチがあ
りました。ボルドー代表の Nathalie Delattre 氏は、スピ
ーチ中に壇上でワインのボトルを開けてボルドーの素晴ら
しさを会場の方にアピールしていました。
　引き続き恒例のパッシング・ザ・グローブが行われ、地球
儀を模した ITS 世界会議のシンボルが 2014 年の開催地であ
るデトロイトの James Barbaresso 氏に手渡されました。

3 道路新産業開発機構の活動

　当機構は、「ITS GREEN SAFETY ショーケース」の主
体者としての準備運営、国土交通省道路局ブースの構成員
としての準備運営および ITS ハンドブックを本会議に向
けて更新するとともに、展示会での配布を行いました。当
機構の主な活動について紹介します。

３－１　ショーケース
　本会議では全部で 20 件のショーケースが実施されまし
たが、その内協調型 ITS システムの 5 プロジェクトを

「ITS GREEN SAFETY ショーケース」として実施しまし
た（図１）。
　「ITS GREEN SAFETY」は、“世界一グリーンで安全
な道路交通社会の実現”を目指して、日本の官民が協力し、
協調型 ITS システムにより交通問題解決に取り組む活動で
す。本会議のショーケースにおいてこれまでの成果を世界
に向けて発信するため、関係者が一体となって準備を進め
てきました。
　「ITS GREEN SAFETY ショーケース」の官民協力の推
進組織について、表 3 に示します。
　道路新産業開発機構は、この 5 プロジェクトの内、国土
交通省道路局および国土技術政策総合研究所が係わる 3 プ
ロジェクトについて参加しました。
・S03：高速道路サグ部の交通円滑化サービス（I2V、
V2V）

・S04：ITS スポットサービス（I2V）
・S05：モバイル通信と ITS スポットの協調サービス
（I2V）

写真９　デトロイト代表
James Barbaresso 氏

写真 11　メルボルン代表
Brian Negus 氏

写真 12　パッシング・ザ・グローブ

写真 10　ボルドー代表
Nathalie Delattre 氏

写真 13　ショーケースブース風景
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　以下に、この 3 プロジェクトの活動結果を報告します。

（１）　S03：高速道路サグ部の交通円滑化サービス（I2V、
V2V）

　国土交通省道路局、国土技術政策総合研究所、道路新産
業開発機構及びスマート交通流制御研究会（カーメーカー
5 社）が実施主体となり行ったものであり、日本の都市間
高速道路の渋滞の約 6 割を占めるサグ部において、ITS ス
ポットと車両制御技術（ACC/CACC）の連携により、車
間や速度の適正化を図り、渋滞を緩和するものです。
　実施日の 3日間（10 月 14日、16日、17日）では、ACC/
CACCを搭載した 6 台の車両に計 110 名の方が試乗し、こ

表３　「ITS GREEN SAFETY ショーケース」の推進組織

主　催
ITS 推進協議会
内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省、ITS 推進協議会参加企業、日本経
済団体連合会、ITS Japan

共　催 国土交通省国土技術政策総合研究所、UTMS 協会、道路新産業開発機構、高速道路会社各社

協　賛 日本自動車工業会、日本自動車輸入組合、日本自動車連盟、電子情報技術産業協会

写真 14　ACC/CACC搭載車両への乗車状況

※ ACC（Adaptive Cruise Control）：前方を走行する車両との車間時間が一定となるように制御するシステム
※ CACC（Cooperative Adaptive Cruise Control）：ACC に加えて、車車間通信を使用して車両制御情報等を共有することにより、よ

り精密に車両を制御するシステム

図１　「ITS GREEN SAFETY ショーケース」一覧
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のサービスを体験していただきました（写真 14、15）。
　また、試乗者へのアンケートによれば、高速道路サグ部
での渋滞発生メカニズムや対策コンセプトなどへの理解が
促進され、約 9 割以上の方がこのサービスに対し「渋滞対
策として有効」、「ACC/CACC を導入したい」など好意的
な意見を持たれたことが分かりました。

写真 15　首都高速道路への出発状況

（２）　S04：ITS スポットサービス（I2V）
　国土交通省道路局、国土技術政策総合研究所、道路新産
業開発機構、首都高速、およびメーカーを中心として結成
された ｢ITS スポットショーケース」プロジェクトチーム
と共同で、2011 年にスタートした、世界初の路車協調シス
テム「ITS スポットサービス」の体験デモを実施しました。
　デモの内容は、道路の混雑状況に応じた経路案内を行う

「ダイナミックルートガイダンス」、路上で発生する事象や
走行速度に応じて注意喚起等を行う「安全運転支援」サー
ビスの首都高速道路での体験と、技術的な検証を進めてい
る ITS スポット対応車載器を用いた有料駐車場でのキャ
ッシュレス決済を体験いただきました。
　また、一般開放日には、一般募集の若者を対象とした特
別企画「『つながるクルマの未来』を清水和夫さんと語ろう」
を開催し、デモンストレーションで ITS スポットサービ
スを試乗体験した後に、モータージャーナリスト 清水和
夫氏、飯田裕子氏、大口敬 東京大学教授、西川国交省道
路局企画専門官等と白熱した討論が行なわれました。
　実施日 4 日間（10 月 14 日、16 日、17 日、18 日）で、
市民枠や学生の参加を含めた計 174 名の方に試乗して頂き
ました。
　一般の方へサービスの理解が促進されるとともに、試乗
された約 9 割の方から「ITS スポットを利用したい」との
意見が得られました。

写真 17　駐車場キャッシュレス決済の様子

写真 16　ITS スポット体験のバス内の様子

写真 18　特別企画の実施状況
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（３） 　S05：モバイル通信と ITS スポットの協調サービス
（I2V）

　国土技術政策総合研究所、道路新産業開発機構、NEXCO
東日本、NEXCO 中日本、首都高速、エリクソン・ジャパ
ン、デンソーの主体者７団体と KDDI の協賛の下、実施
しました。
　海ほたる PA まで高速道路をバスで往復し、ITS スポッ
トと携帯電話網を連携した情報を乗客の手元にあるスマー
トフォンで体験する約 90 分のデモンストレーションで、
ITS スポットの情報に加えて道路標識、ランドマーク、注
意喚起、アクアトンネルにおける緊急避難誘導ならびに
ITS スポットを利用したスタンプラリーなど、走行するル
ートに応じた連続的な情報を乗客が選んだ言語（日・英・
中・韓の 4 ヶ国語）で提供しました（写真 19、20）。
　当機構は、車両内の通信環境構築や事前走行確認時の技

術的サポート、バスラッピングのデザイン作成、スマート
フォン稼働状況管理を行いました。
　主体者全体で一丸となってショーケースを運営したこと
で、円滑に行うことができました。16 日には台風による
中止があったものの、8 回の走行で 203 名の方に体験して
いただき、サービス全体について約 9 割の方から「役に立
つ」｢利用したい」との意見が得られました。

３－２　展示会

　国土交通省道路局展示コーナーは、会場中央部のアトリ
ウム（吹き抜け空間）に設置されました。展示コーナーの
広さは 135㎡（９m × 15 ｍ）で、パネルや映像による展
示を行うとともに、ドライブシミュレーターによる体験や
パソコンによるプローブデータや高精度地図などのシステ
ム紹介などを実施しました（写真 21）。

写真 19　コンテンツ表示例
上段：左から道路標識、スタンプラリー、地図、下段：緊急避難誘導（４ヶ国語での比較）

写真 20　海ほたるPA 到着の様子

写真 21　国土交通省道路局展示コーナー
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　当機構は、道路局コーナーの構成員として展示ブースの
構築および運営に参加しました。道路局コーナーの構成員
について、表 4 に示します。
　道路局コーナーの主な展示テーマは表 5 のとおりですが、
この内当機構は、「日本の道路情報化の歴史」を主に担当
しました（写真 22）。
　10 月 15 日の展示会場全体のリボンカットに引き続き、
国土交通省道路局展示コーナーのオープニングセレモニー
が開催されました。本セレモニーには、中原政務官が出席
され挨拶をされたほか、「ITS 世界会議東京 2013 を成功さ
せる議員の会」の綿貫民輔最高顧問、山本有二共同代表も
出席され、お祝いの言葉をいただきました（写真 23）。

　道路局コーナーは仕切りをなくした開放感のあるブース
で、幅広い通路に隣接していたこともあり、多くのお客様
が立寄られました。当機構は道路局コーナーの説明員も担
当しました。展示パネルの内容は多岐に渡り専門用語も多
く、なかなかスムーズなコミュニケーションは難しかった
のですが、他の説明員の方や通訳の方の援助を得て丁寧な
説明に務めました。
　当機構の担当する「日本の道路情報化の歴史」展示に
隣接して、ITS スポット体験シミュレーターが設置され
ました。通路からも目立ち興味をもたれる方も多かった
ため、担当する NEXCO 中日本の方と協力し、お客様を
呼び込んだり操作方法や体験内容について紹介したりしま
した。

表４ 　国土交通省道路局コーナーの構成員

国土交通省
道路局
国土技術政策総合研究所

高速道路会社

東日本高速道路株式会社
中日本高速道路株式会社
西日本高速道路株式会社
首都高速道路株式会社
阪神高速道路株式会社

団体

国土技術研究センター
道路システム高度化推進機構
日本デジタル道路地図協会
道路新産業開発機構

写真 22　当機構が主に担当した「日本の道路情報化の歴史」

写真 23 　オープニングセレモニーで挨拶する中原政務官

表５　国土交通省道路局 展示テーマ

・ITS スポットによる世界初の運転支援サービス

・運転支援の高度化によるオートパイロットシステム

の実現に向けて

・プローブデータの活用による道路管理の高度化・効

率化

・ETC の効果とこれからの多目的な展開

・国際協調による ITS の進展

・地域に広がる ITS

・日本の道路情報化の歴史

・日本再興戦略、世界最先端 IT 国家創造宣言

・道路基盤地図の高度化

・高速道路会社コーナー（５社）

・ITS スポット体験シミュレーター　
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３－３　ITSハンドブックの改訂と配布

　ITS ハンドブックは、日本の ITS について幅広く分か
りやすくまとめられたもので、和文・英文併記でありこれ
までも世界会議などで活用されてきました。
　今回の ITS 世界会議東京の開催を期に、2011 年版を
2013 年版に更新しました（図２）。統計データなどを更新
するとともに、構成や内容なども見ました。主な改訂内容
は、本年 6 月の IT 総合戦略本部の「世界最先端 IT 国家
創造宣言」などの記載や、プローブデータの活用事例、オ
ートパイロットシステムの展望およびスマートフォンの急
速な普及と新たな取り組みの紹介などです。
　ITS ハンドブックは見開きページで、項目毎に簡潔に分
かりやすく記載することとしており、新規素材の収集とと
もに見開きページの構成にかなり苦労しました。また、英
文の作成やその全編にわたるチェックについても時間を要
しました。何度も校正を重ね、印刷・製本が完了したのは
ITS 世界会議の開催直前となりました。
　本会議では、国土交通省道路局コーナーで、目標の
1,000 部を配布することができました。好評を得て、最終
日には品薄となる状況でした。

4 おわりに

　式典の統一コンセプトを「MATSURI」としており、開
会式やガラディナーでは日本的な催しとして「よさこい」
をテーマにした演出が行われ、日本らしさを世界へアピー
ルしていました。
　セッションでは、ビッグデータ、自動運転のテーマに聴
講者が多く、これらが世界的にも注目テーマということが
分かりました。日本での開催ということもありますが、セ
ッションへの参加者や、展示ブースの閲覧者においても全
体的に日本人が多いという状況でした。
　ショーケースでは、ドライバーの運転を支援する高度な
運転支援機能のデモンストレーションが多く行われていま
した。

　2014 年 9 月には、アメリカ地区デトロイトで ITS 世界
会議が開催されます。今後も 2015 年にはヨーロッパ地区
フランスのボルドー、2016 年にはアジアパシフィック地
区オーストラリアのメルボルンと継続して開催される予定
です。
　当機構も日本の ITS の普及促進に向けて、引き続き
ITS 世界会議の支援に取り組んでいく所存ですので、よろ
しくお願いいたします。

図２　ITS ハンドブック 2013 年版
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　ITS HANDBOOK は、日本の ITS の取り組みについて幅
広く和英併記で紹介したもので、国内外で活用されています。
　この度、ITS 世界会議東京 2013 の開催を期に改訂しました。
　主な改訂内容は下記のとおりです。

・本年 6 月に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部
（IT 総合戦略本部。本部長：内閣総理大臣）が決定した、
世界最先端 IT 国家創造宣言などを記載。

・プローブデータの活用として、プローブ情報による道路
管理の高度化・効率化などの取り組みを紹介。

・オートパイロットシステムの展望として、日米欧の最新
の研究開発動向と、国土交通大臣政務官主宰により実施
された「オートパイロットシステムに関する検討会」の
トピックスと実現へのロードマップを紹介。

・スマートフォンの急速な普及とナビゲーション機能や
ITS スポットとの連携などを紹介

・高精度地図として、高度デジタル地図情報や Local　
Dynamic　Map（LDM）などを紹介

　賛助会員の皆様には、2013 年末に ITS HANDBOOK を配
布させていただきました。
　また、ITS HANDBOOK は ITS を題材とする大学講座や
海外のセミナーにご利用いただいており、実費（3,150 円税
込）にてご提供いたします。
　これからも道路新産業開発機構ともども、ITS HANDBOOK
を広くご活用いただけますようお願いいたします。

ITS HANDBOOKの改訂について

問い合わせ先

　一般財団法人　道路新産業開発機構
〒112-0014  東京都文京区関口1-23-6  プラザ江戸川橋ビル2F
TEL　03-5843-2911　　FAX　03-5843-2900
E-MAIL　etc-archive@hido.or.jp（担当　香田・宮坂）
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